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環境影響評価制度のあり方について（答申）  
 
 
 

平成２３年１月２１日付け２２環推第５６号で諮問のありました環境影響評

価制度のあり方について調査審議し、その結論を得ましたので、次のとおり答申

します。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（写） 
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１ 制度見直しに当たっての基本的考え方 

(1)名古屋市における環境影響評価制度（参考資料 5 及び 6 参照） 

環境影響評価制度は、道路や鉄道の建設、大きな建物を建てる事業等を

行う場合に、周辺の環境にどのような影響を及ぼすかを事業者が事前に調

査・予測・評価するとともに、その結果を公表し、市民・行政が意見を出

しあい事業計画に反映させることによって、より環境に配慮した事業にし

ていくことを目的とした仕組みである。 

名古屋市（以下、「市」という。）では、公害の未然防止をはじめ広く

自然的、社会的、文化的環境を含めた環境の保全の見地から事業が適正に

行われることを期し、もって市民のための良好な環境の確保を図るため、

昭和 54 年に名古屋市環境影響評価指導要綱（以下、「市要綱」という。）

を施行した。その後、平成 9 年の環境影響評価法（以下、「法」という。）

の公布、平成 11 年の完全施行等の動向を踏まえ、平成 11 年に名古屋市環

境影響評価条例（以下、「市条例」という。）を施行し、現在に至ってい

る。 

市要綱及び市条例の施行を通じ、現在までに 53 件（平成 24 年 3 月 28 日

現在）の事業について環境影響評価手続が実施されたことにより、環境配

慮の確保を促進することができ、市域の環境保全に一定の成果をあげてき

た。 

 

(2)基本的考え方 

国においては、平成 11 年の法の完全施行から 10 年が経過し、法の施行

を通じて浮かび上がった課題や社会情勢の変化に対応するための環境影響

評価法の一部を改正する法律（以下、「改正法」という。）が平成 23 年 4

月に公布された。改正法では、事業の早期段階における環境配慮を図るた

めの計画段階環境配慮書（以下、「配慮書」という。）手続の新設、事業

者による環境影響評価方法書（以下、「方法書」という。）段階における

説明会の義務化等の制度拡充の規定が盛り込まれている。 

一方、近年の市の環境行政の動向を見ると、従来の公害防止等にとどま

らず、気候変動や生物の多様性の保全等の今日的な環境問題にも対応する

ため、2050 年の社会を見据えた「水の環復活 2050 なごや戦略」、「低炭素

都市 2050 なごや戦略」及び「生物多様性 2050 なごや戦略」の 3 つの中長

期的な戦略を策定し、具体的な施策・事業を展開していくこととしている。 

また、市条例の制定から 10 年以上が経過し、この間の環境影響評価制度

の施行状況を点検、評価すると、制度に対する市民の関心の低下が懸念さ
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れるなど、制度面・運用面の規定の見直し、改善が必要な事項も見受けら

れる。 

このような現状を踏まえ、事業計画のより早い段階における環境配慮を

促進するとともに、事業者と市民とのコミュニケーションの充実、手続の

透明性・信頼性・客観性の確保等、今後の環境影響評価制度をより実効性

の高いものとしていくことが必要である。 

なお、市における環境影響評価制度の基本的な枠組みとして、これまで

の市要綱及び市条例の施行を通じ、事業者自らが環境影響評価及び事後調

査等を行い、その結果を踏まえ環境保全措置を検討すること、また、市民

への周知、意見の受付、公聴会の開催等、環境影響評価に係る情報公開と

市民参加について市長が主体的に行うことについては、制度が定着してい

ることを踏まえ、今後も引き続き維持していくことが適当である。 

 

２ 今後の環境影響評価制度のあり方 

(1)より早い段階での環境配慮制度の導入 

ア これまでの経緯、新たな制度導入の目的 

市では、市条例に基づき、事業者が対象事業に係る計画を策定するに当

たって環境の保全の見地から事前に配慮すべき事項等を示した事前配慮指

針を定め、事業者に同指針に基づき事前配慮を行うことを義務付けている。 

この事前配慮制度は、法にはない制度で、あらかじめ環境保全に関して

事業者自らが配慮することにより、環境保全について適正に配慮された事

業計画が策定されるよう導入されたものであり、良好な環境の確保に対し

て一定の成果をあげてきた。しかし、事前配慮の内容は方法書で記載され

ることとなっており、事業計画の立案の段階における情報公開と市民参加

を制度化しておらず、また、複数案が検討される内容とはなっていない。 

一般的に、事業計画が概ね固まった段階で行う環境影響評価では、環境

保全措置の採用等についての柔軟な対応が困難な場合が見られる。この問

題に対応するための手段として、戦略的環境アセスメント（以下、「SEA」

という。）制度がある。 

市においては、平成 16 年 4 月に名古屋市戦略的環境アセスメント制度導

入検討委員会を設置し、SEA 制度の基本的な考え方や導入のあり方について

検討を進め、平成 18 年 3 月、同委員会において検討結果が取りまとめられ

た。この検討結果を受けて、制度の構築・導入について検討を進めてきた。 

一方、国においても、平成 19 年に、環境省が、事業の位置、規模等の検

討段階のものについての SEA 制度の共通的な手続等を示す、「戦略的環境
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アセスメント導入ガイドライン」を作成し、複数の事例に適用された。ま

た、地方公共団体においても SEA 制度が検討され、一部の自治体において

は制度が導入されてきた。 

改正法では、方法書より前（事業実施段階前）の手続として配慮書の手

続が新設された。この手続は、個別事業の位置・規模または施設の配置・

構造等の検討段階で、複数案を対象として環境面の影響について比較評価

を行うものであり、事業の種類、特性等に応じた柔軟な制度である。 

これらの状況を踏まえて、事業の実施段階の環境影響評価の限界を補い、

事業の早期段階における環境配慮を可能とするため、改正法で導入された

配慮書の手続に準じた制度を市条例の対象事業についても導入するべきで

ある。 

 

イ 制度の概要 

（ア）制度の対象 

配慮書の作成の時期については、より早い段階における環境配慮を可能

とするため、対象事業の位置・規模または施設の配置・構造等を検討して

いる事業計画の立案の段階（個別事業の計画段階）とすべきである。 

また、環境配慮を確保する仕組みは、環境影響評価制度の対象とする事

業の種類・規模に関わらず必要であることから、対象事業全てとすること

が適当である。 

 

（イ）配慮書に記載すべき内容（調査・予測等の手法） 

配慮書には、改正法に準じた内容として、対象事業の実施想定区域及び

その周辺地域の概況、複数の案について計画段階配慮事項（方法書以降に

おける環境要素に該当）ごとに調査・予測・評価の結果を取りまとめて比

較したものに加え、環境配慮方針（現行の事前配慮指針に定める事前配慮

事項に該当）についても記載されるべきである。 

市条例の配慮書は、個々の事業の特性等に応じた柔軟な制度とすること

が望ましく、ゼロ・オプション、事業実施想定区域、施設の配置・規模・

形状・施工等の様々な要素のうち、事業者において環境の保全の観点から

検討可能な要素の複数案を対象に比較評価を行うことが必要である。 

調査・予測は、原則として既存資料をもとに実施し、情報の蓄積が不十

分な場合には必要に応じ現地調査を実施すること、また、評価は、複数案

を対象に原則として比較整理により行うこと、さらに、複数案の調査・予

測・評価を踏まえた環境配慮を行うことが適当である。 
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また、環境配慮方針については、複数案の調査・予測・評価を行ったも

の以外も含めて、現行の事前配慮指針と同様、幅広い項目についての環境

配慮とし、「自然環境の保全」、「生活環境の保全」、「快適環境の保全

と創造」、「環境負荷の低減」等の観点に基づく内容とすることが適当で

ある。 

 

（ウ）配慮書の手続（配慮書の周知、市民意見の提出）（参考資料 7 参照） 

配慮書の手続については、市の環境影響評価制度における市民、事業者

及び行政のそれぞれの役割分担の基本的考え方を踏まえ、方法書等の手続

と同様に、事業者から送付を受けた図書について、市長が告示・縦覧を行

うことが適当である。また、市民が保有している環境情報を的確かつ効率

的に収集するために、配慮書について環境の保全の見地からの意見を有す

る者がその意見を市長に提出できること、さらに、提出された意見につい

ては、市長から事業者にその写しを送付することが適当である。 

配慮書の内容の周知期間や意見の提出期間については、市民に十分に周

知され、意見を提出するために必要な期間として、方法書等の図書と同程

度の期間を確保することが望ましく、縦覧期間は告示から 30 日間、意見の

提出期間は告示から 45 日間とすることが適当である。 

また、事業者も配慮書の内容を周知すべきであり、事業者における配慮

書の内容の周知については、縦覧期間内に行うものとして、事業者の事務

所等における図書の閲覧を義務付けることに加え、事業の種類や計画の検

討段階に応じた適切な方法による周知、説明会を行うことが望ましい。 

 

（エ）審査会の役割、配慮意見書の送付（参考資料 7 参照） 

市長は、環境影響が適切に評価され、必要な環境配慮が行われるよう、

市民意見を踏まえて、配慮書について環境の保全の見地からの意見を記載

した書類（以下、「配慮意見書」という。）を作成し、事業者に送付する

ことが適当である。 

配慮意見書の作成にあたっては、公平性、客観性等を確保するため、必

要に応じて、名古屋市環境影響評価審査会（以下、「審査会」という。）

に意見を求めることが適当である。また、事業者に対し、配慮書に対する

市民意見についての見解または必要な資料の提出を求めることが望ましい。

さらに、行政手続の透明性の観点から、手続に係る期間については、あら

かじめ明らかにすべきであり、配慮意見書は、方法書の手続と同様に、配

慮書の告示後 90 日以内に事業者に送付することが適当である。 
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また、配慮意見書については事業者に送付したことを告示し、意見の写

しを縦覧することが必要である。なお、縦覧期間については、方法書に対

する市長の意見を記載した書類（方法意見書）等に準じて、15 日間とする

ことが適当である。 

 

（オ）方法書以降の手続段階への反映 

事業計画を策定する際には、環境面の影響についての評価のほか、事業

の必要性、経済性、社会性等も含めて総合的に判断されることとなるが、

その過程において、事業者は、配慮書に対する市民意見や配慮意見書に記

載された意見を踏まえて、事業計画を概ね特定し、方法書を作成すべきで

ある。 

方法書には、配慮書に対する市民意見の概要及び配慮意見書に記載され

た意見、当該意見に対する事業者の見解、配慮書に対する意見等を踏まえ

て概ね特定した事業計画に係る環境配慮の内容が記載される必要があり、

環境影響評価準備書（以下、「準備書」という。）及び環境影響評価書（以

下、「評価書」という。）についても同様にすべきである。 

なお、配慮書に記載された調査・予測等の結果を方法書以降の環境影響

評価において使用することを否定するものではない。ただし、その使用に

ついては、調査・予測・評価において必要とされる水準が確保されること

が必要である。 

 

（カ）その他 

配慮書に記載されるべき内容についての考え方や技術的な手法について

は、事業者等に対して明確に示すことが求められるため、環境影響評価技

術指針（以下、「技術指針」という。）の中に新たに定められる必要があ

る。 

また、対象事業が市街地開発事業として都市計画に定められる場合また

は対象事業に係る施設が都市施設として都市計画に定められる場合には、

当該都市計画に係る都市計画決定権者が、事業者に代わるものとして、方

法書から評価書までの手続を行うことができることとしており、配慮書に

ついても、当該都市計画に係る都市計画決定権者が、事業者に代わるもの

として手続を行うことができること等について検討することが必要である。 
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(2)現行制度の検討課題への対応 

ア 環境影響評価におけるコミュニケーションの充実 

（ア）方法書段階の手続の強化 

法対象事業の方法書については、分量が多く専門的であること、コミュ

ニケーション不足との指摘もあることから、改正法においては、事業者に

方法書要約書の作成及び方法書説明会の開催が義務付けられた。 

市条例においては、方法書要約書の作成及び方法書説明会の開催につい

ては義務付けていないが、方法書の内容を市民に対して丁寧に説明してい

く必要があることから、改正法と同様に、方法書要約書の作成、方法書説

明会の開催を義務付けるべきである。 

 

（イ）情報提供（環境影響評価関係図書の周知）と市民参加の促進 

   a 有効な周知方法・縦覧方法 

環境影響評価関係図書については、市役所、区役所等での図書の縦覧に

加え、事業者の協力が得られた場合には市公式ウェブサイトにおいて電子

データを掲載することにより、広く公表している。しかし、縦覧場所とし

ている区役所情報コーナー等は、図書を読む場所に限りがあることや、準

備書は内容が専門的であり、中には 800 頁を超えるものもあることから、

縦覧場所で落ち着いて読むことは困難であると考えられる。また、縦覧に

供するために大量の印刷物を用意しており環境に配慮しているとは言い難

いという課題もある。 

改正法において、行政手続の電子化の進展等を背景として、図書の電子

縦覧が義務付けられたこともあり、今後は、市条例においても電子縦覧を

制度化するとともに、現在の縦覧場所を見直すことや、自宅等で落ち着い

て読むことができるように図書を積極的に貸し出すなど、市民のニーズに

あった効率的かつ効果的な縦覧を実施すべきである。 

また、対象事業の環境影響評価の手続終了後も、一定期間、市公式ウェ

ブサイトにおいて図書の電子データを掲載することが望ましい。 

なお、事業者自らも環境影響評価手続の各段階において図書の内容を公

表することが望ましい。 

 

   b 意見の提出方法 

現在、市長は市民への周知として、告示の他、広報なごや、市公式ウェ

ブサイトでの情報提供等を行っている。しかし、市条例施行後の状況を見

ると、方法書及び準備書の縦覧者数については、事業の話題性等によって
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も異なるが、5 名～60 名、市民意見の提出件数は、0 件～16 件であり、近

年減少傾向にあることが課題となっている。また、意見の提出方法は郵送

または持参に限定しており、社会の IT 化、行政手続の電子化の進展等に対

応していないため改善が必要である。 

今後は、環境影響評価関係図書の縦覧について効果的に周知するために、

メーリングリスト等を活用したより効果的な周知方法の検討と導入、また、

意見提出を容易にするために、現行の郵送または持参による方法に加えて、

電子メール、FAX、ウェブ入力フォーム等による意見提出方法の検討が必要

である。 

 

   c 事業者説明会 

準備書の内容についての事業者説明会は、事業者と市民が直接接する重

要な手続であり、事業者に対して縦覧期間内に関係地域内で説明会を行う

よう義務付けている。現行では、開催に関する事項は事業者判断で決定さ

れ、開催日時及び場所について、市長には届出がされるが、開催日時や場

所に対して助言できる仕組みではなく、説明会の運営方法等についても事

業者に委ねられている。また、関係地域内への説明会開催の周知は事業者

に義務付けているが、関係地域外の市民に対する周知は義務付けがない。 

今後は、より有意義な説明会になるよう、開催日時や場所についてあら

かじめ市長が助言できる仕組みにするとともに、関係地域外の市民に対し

ては、市長の責任において説明会の開催等を積極的に周知する必要がある。 

また、2（2）ア(ア)（6 頁参照）において開催を義務付けるべきとした方

法書説明会についても、準備書説明会に準じた周知をしていくことが必要

である。 

 

（ウ）わかりやすい図書の作成 

準備書については、事業特性や地域特性を踏まえ、調査・予測等が科学

的に適切な手法で実施されているか、その結果が妥当かなどを判断するこ

とができる情報を載せる必要があるため、記載内容の省略や簡略化は困難

であり、内容が専門的で分量が多くなっている。現行でも、図書を読みや

すくするために本編と資料編が作成されているが、それぞれの図書の役割

分担が明確ではなく工夫が必要である。そのため、それぞれの図書にどの

ような内容が記載されるべきかを検討し技術指針を見直すとともに、図書

作成の手引きを策定し、あらかじめ事業者等に示すことが望ましい。 
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また、準備書には、要約書の作成が義務付けられているが、要約書は、

誰に何を伝えるための図書なのかの位置付けが曖昧であり、準備書の記載

内容を抜粋した形式のものが多い。そのため、今までの要約書には 140 頁

程度のものもあり、要約としては分量が多いために市民にとってわかりに

くく、一方、情報を省略しているために専門的には内容が不十分なものと

なっている。市民のための図書と学識経験者による審査のための図書は性

質が異なり、両方を満たす図書の作成は非常に困難であるため、要約書を

市民が準備書の内容に関心を持つための図書として明確に位置付けるべき

である。 

 

イ 手続の見直し 

（ア）工事の長期化・長期中断案件への対応（参考資料 8 参照） 

対象事業に係る工事中及び存在・供用時の環境影響については、事後調

査により把握される。事後調査の手続については、工事中と工事完了後に

分けて、それぞれ、事後調査計画書の作成、事後調査の実施及び事後調査

結果報告書の作成を義務付けている。 

事後調査計画書の中に記載された工事計画について、工事中に事業計画

等が変更となり、工事が長期化したり工事を中断する場合がある。このよ

うな場合には、手続が進まず、工事中の事後調査結果報告書が提出されな

いため、工事中の環境影響が公表されない。 

現在工事中の事業の中には、20 年以上の長期間にわたって工事を行って

いるものもあり、工事が長期化している事業においては、そのほとんどで

工事と並行して施設が一部供用されており、供用による環境影響が考えら

れる。存在・供用時の環境影響については早期に把握し公表されることが

望ましいが、施設の供用を開始した後に工事を中断した場合には工事完了

後の事後調査計画書が提出されないため、供用時の環境影響の把握、環境

保全措置の検討、結果の公表が行われない。 

今後は、事後調査の手続の考え方を見直し、工事が長期間に及ぶ場合に

は、事業者が定期的に調査結果を報告する規定を設けること、事後調査を

工事中と存在・供用時に区分し、施設の一部供用を開始する際に存在・供

用時の事後調査計画書を提出し、事後調査を開始する仕組みとすること、

さらに施設の一部供用が長期間に及ぶ場合等に必要と認められる時期にも

調査を行い、その結果を報告する規定を設けることが必要である。 

なお、市長は、これらの報告について速やかに公表することが必要であ

る。 
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（イ）事業内容の変更の手続 

変更届は事業者が方法書の告示から工事完了後の事後調査結果報告書の

告示の間に対象事業の目的及び内容を変更しようとする場合に届け出るも

のであり、届出が必要な変更の諸元や軽微な変更等の考え方は、市条例施

行細則で定めている。現在までに手続が終了した事業について、評価書に

記載された事業内容を事後調査後のものと比較すると、ほとんどの事業で

事業内容が変更されているが、その多くは届出を必要としない変更である。 

変更届には、当該変更に係る環境への影響の程度の記載を義務付けてい

るため、届出が必要な場合には、事業者が変更による環境影響を事前に把

握し、その回避、低減を図ることとなり、また、市長も影響の程度を把握

することができる。しかし、届出の必要がない変更であっても、環境への

影響が大きくなる可能性があり、そのような場合の環境影響の変化につい

ては、届出がされないため、市長が適切な時期に把握することが出来ない

といった課題がある。 

今後は、事業内容の変更に係る環境影響を適切に把握できるようにする

ために、市条例施行細則に規定する変更の諸元や軽微な変更等の考え方を

見直すべきである。 

また、変更届は再手続の必要性を判断するために提出されるものであり、

変更による環境影響を公表する規定がないため、現行では、市長が任意で

公告・閲覧を行っている。事業内容の変更に伴う環境影響の変化の程度や

再手続に対する判断については、広く公表されることが望ましいため、変

更届の内容、判断結果について告示・縦覧する規定を設けることが必要で

ある。 

一方、事業内容の変更の手続に係る期間について、現行では定めていな

いが、行政手続の透明性の観点からあらかじめ明らかにすべきであり、環

境影響の変化の程度を確認するための期間を確保するため、再手続に対す

る判断結果は、変更の届出から 30 日以内に事業者に通知することが適当で

ある。 

また、判断結果の通知は、現行では再手続が必要な場合に限って行うこ

ととしているが、今後は再手続の必要性に関わらず行うべきである。 

  

ウ 事後調査結果に関する審査会の役割 

事後調査結果報告書では、事業者が事業による環境影響の程度について

把握し、予測及び評価並びに環境保全措置の妥当性を検証した内容が明ら

かにされることとなる。 
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現行では、市長が事後調査結果報告書の提出を受けた場合で、事業者に

追加措置を要請する場合に限り審査会に意見を求める規定としており、そ

れ以外の場合においては、市が任意で審査会委員へ事後調査結果報告書を

送付しているが、審査会の場では報告されていない。 

事後調査結果の妥当性について、技術的、専門的な見地からの検証が行

われる必要があると考えられるため、今後は事後調査結果に関しても積極

的に審査会を活用すべきである。 

 

エ 対象事業 

（ア）対象事業の種類と規模 

市条例の対象事業の種類には、法が対象としている道路、鉄道の建設事

業等の他、法では対象としていない廃棄物処理施設の建設（ごみ焼却等施

設等）、大規模建築物の建築等も含まれている。また、地域特性等を考慮

して比較的小規模な事業まで対象としており、これらは他法令や社会情勢

の状況、市域での実施の可能性といった背景を考慮して定められている。 

対象事業の規模要件に満たない事業であっても、周辺の環境を悪化させ

るおそれはあるが、市域における社会情勢の動向を踏まえ、当面、現行の

対象事業の種類と規模要件で運用しつつ、今後、必要に応じて見直しを行

うことが望ましい。 

なお、改正法では風力発電所が法対象事業に追加されたが、市域には風

力発電の適地がほとんどなく事業実施の可能性が低いと考えられることか

ら、新たに対象事業として追加しないものとすることが適当である。 

 

（イ）関連する事業の捉え方 

 一の対象事業に含まれると解すべき不可分の関連事業・関連工事、付帯

施設等の捉え方、また、相互に密接に関連する二以上の事業を一の事業と

みなすと対象事業に該当する場合の取扱いについて、必ずしも明確な基準

等が示されていない。このため、対象事業として捉える範囲の考え方を明

確にする必要がある。 

 

(3)環境影響評価の技術手法等 

ア 環境影響評価の項目の体系化、今日的な環境問題への対応 

技術指針については、最新の科学的知見に基づき検討を加え、必要があ

ると認めるときは、改定するものとしている。現行の技術指針は平成 11 年
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に作成され、平成 18 年に一部が改定されたものであるが、その後の国等の

動向を踏まえ、見直すことが必要である。 

一方、市では、2050 年を見据えた「水の環復活 2050 なごや戦略」、「低

炭素都市 2050 なごや戦略」及び「生物多様性 2050 なごや戦略」を策定し、

この 3 つの戦略を踏まえて「第 3 次名古屋市環境基本計画」を平成 23 年 12

月に策定したところであり、この内容についても技術指針に反映していく

必要がある。 

環境影響評価を行う対象となる環境要素については、名古屋市環境基本

条例の下での環境保全施策の対象を始め、幅広く社会的、文化的要素も考

慮し、現在は大気質以下 24 項目が規定されているが、第 3 次名古屋市環境

基本計画の考え方に応じた環境要素の体系化を図り、現行では対応できて

いない水循環、ヒートアイランド対策、生物の多様性の保全等の視点を盛

り込むことを検討すべきである。 

なお、技術指針の改定内容については、国の動きや他自治体の指針等も

参考にすることが望ましい。 

 

イ リプレース事業の環境影響評価のあり方 

市条例においては、環境負荷の低減が図られるような施設にリプレース

する場合においても、新たに施設を設置する場合と同様の環境影響評価が

必要となっている。一方、国では、環境負荷の低減が図られる火力発電所

のリプレース事業については、早期に供用されるよう環境影響評価手続の

合理化についての検討が行われている。 

環境負荷の低減が図られる事業であっても調査等を含めた全体の手続期

間について、新たな場所に設置しようとする場合と同程度の時間を要し、

早期に供用されないことは課題である。したがって、リプレースにより環

境負荷の低減が図られる事業については、環境影響評価項目の削減または

調査若しくは予測手法の簡略化により環境影響評価の期間の短縮が図られ

るよう、技術指針を見直すべきである。 

なお、技術指針において、事業者が項目の削減または手法を簡略化する

ことができるリプレース事業の定義、その簡略化等の基準を明確にする必

要がある。 
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(4)環境影響評価法及び愛知県環境影響評価条例との関係 

ア 事前配慮に係る準用規定（参考資料 9 参照） 

現行では、法に方法書より前の手続の規定がないことを受けて、市域に

対象事業実施区域がある法対象事業の事業者に対して、市条例の事前配慮

の規定を準用している。 

改正法で新設された配慮書の手続は、法の第一種事業を実施しようとす

る事業者には義務付けられているが、法の第二種事業を実施しようとする

事業者には任意となっており、改正法に基づく配慮書の手続が行われない

場合が想定される。 

改正法に基づく配慮書の手続を行う事業者に対する条例の事前配慮の準

用規定については、方法書より前の手続を条例で規定することが法に抵触

するために、削除する必要がある。一方、改正法に基づく配慮書の手続を

行わないこととした事業者に対しては、より早い段階における環境配慮に

ついて広く公表され、意見を聴く手続が規定されることが望ましいという

観点から、事前配慮の準用に替えて、市条例に新たに導入する配慮書の手

続を準用させることが適当である。 

また、法の第二種事業を実施しようとする事業者が条例に基づき配慮書

を作成する際の指針を示す必要がある。 

 

イ 事後調査に係る準用規定（参考資料 9 参照） 

現行では、法に事後調査に関する手続の規定がないことを受けて、市域

で事業を行う法対象事業の事業者に対して、市条例の事後調査手続の規定

を準用している。 

改正法により法対象事業の事業者に環境保全措置に係る報告書の公表、

許認可権者への送付が義務付けられた。この報告書手続においては、許認

可権者及び環境大臣は、環境の保全の見地からの意見を述べることができ

るが、市域で事業が行われる場合であっても、市長が意見を述べることが

できる規定がない。 

事後調査については、地方公共団体が、その自然的、社会的条件から判

断して必要と認める場合に、改正法の報告書手続とは別に事後調査手続を

課すことは法に抵触することにならないとされており、市民のための良好

な環境を確保するために、市域で行われる法対象事業に対しても、その事

後調査の結果に応じて、市長が必要な追加措置を要請することができる制

度であることが望ましい。したがって、今後も市域で行われる法対象事業

については、市条例の事後調査手続を準用していくべきである。 
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また、法対象事業の事業者が、市条例と同様に、事業による環境影響の

程度を把握し、予測及び評価並びに環境保全措置の妥当性を検証すること

を目的として事後調査を行うべきであり、法対象事業者が市条例に基づき

事後調査を行う際の指針を示すことが必要である。 

 

ウ 法及び県条例対象事業に係る市長の意見の形成 

（ア）改正法を踏まえた見直し（参考資料 9 参照） 

現在、法対象事業についての環境の保全の見地からの市長の意見は、愛

知県知事（以下、「知事」という。）からの照会に応じて、市条例の規定

を準用して作成し、知事に送付する仕組みとなっている。しかし、地方分

権の進展や、環境影響評価条例を有する市の審査スケジュールを確保する

観点から、改正法により、関係地域が市域内に限られる法対象事業につい

ては、市長が直接事業者に意見を述べることとなった。 

市条例の規定は、法対象事業について、市長から知事に対して意見を述

べることを前提としているため、事業者へ直接意見を提出する場合にも対

応できるように規定の整理を行う必要がある。 

  

（イ）市外案件への関与 

事業予定地が市域外にある法対象事業や愛知県環境影響評価条例の対象

事業についても、環境影響を受けるおそれがある範囲に市町村の区域が含

まれる場合がある（以下、「関係市町村」という。）。このように、市が

関係市町村となる場合には、知事から市長に対して環境の保全の見地から

の意見の照会があり、それに応じて市長は意見を述べることとなる。 

しかし、市条例には、関係市町村の長として意見を述べる際に、審査会

に意見を求めることができるような規定がない。 

今後は、環境影響評価関係図書の審査等において、手続の公平性、客観

性等を確保する観点から、関係市町村の長として意見を求められ、意見を

作成する場合には、必要に応じて審査会に意見を求めることができる規定

を設ける必要がある。 

 

３ 将来的な検討課題 

環境影響評価制度のより一層の充実を図り、市域における環境の保全を

適切に推進していくため、政策決定や上位計画の策定段階における SEA 制

度について、国等の動向の情報収集等に努めるとともに、市における制度

導入の可能性、その効果等についてさらに研究を進めることが必要である。 
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また、新たな制度を施行したのち一定期間を経た時点において、制度の

施行状況を点検するとともに、市を取り巻く自然的・社会的な環境変化の

動向も踏まえ、適切に制度を見直していくことが必要である。 

特に、市条例の対象事業の種類と規模要件については、時代とともに変

化する望ましい地域のあり方を考慮した適切な制度となるよう、今後も情

報の収集に努め、さらに検討を進めることが必要である。 

 

さらに、生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）で採択された愛知

ターゲット等を踏まえ、市域における緑地等を適切に保全し、都市におけ

る生物多様性を維持・改善していくために、環境影響評価制度に加え、よ

り実効性のある施策の推進が望まれる。 

 

 

 

 

附 帯 意 見 

 

新たな環境影響評価制度の施行にあたっては、制度の仕組み、意義、効

果等が市民に十分理解されるよう、市民、事業者及び行政の役割等を具体

的に説明するとともに、制度の仕組み等を平易に記載したパンフレットを

作成するなど、積極的・継続的な周知に努めることが大切である。 

また、今後も環境影響評価制度を着実に推進し、環境の保全の見地から

適正な配慮の確保を推進していくため、事業者が行う予測・評価の基礎デ

ータとなる市域の環境情報を積極的に集積し、その情報提供に努めること

や、技術審査等に係る具体的な指導・助言等を適切に行うことができる執

行体制を充実させていくことも大切である。 
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（写） 
22 環 推 第 5 6 号  

平成 23 年 1月 21 日  

 

名古屋市環境審議会 

会長 松 田  仁 樹 様 

 

名古屋市長 河村 たかし       

 

 

土壌及び地下水の汚染に関する規制、地球温暖化対策計画書制度 

及び環境影響評価制度のあり方について（諮問） 

 

 見出しのことについて、名古屋市環境審議会に意見を求めます。 

 

１ 土壌及び地下水の汚染に関する規制のあり方について 

本市では、平成 15 年 10 月に市民の健康と安全を確保する環境の保全に関

する条例（平成 15 年名古屋市条例第 15 号）を施行し、同年 2 月に施行され

た土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号）とともに土壌及び地下水汚染対

策を推進してまいりました。 

現在では、法や条例に基づかない自主的な調査により汚染が数多く判明し

ており、また、平成 22 年 4 月の法の改正施行により、法と条例が求めている

対応に差が生じているなど、新たな課題が顕在化してまいりました。 

そこで、名古屋市環境基本条例（平成 8 年名古屋市条例第 6 号）第 26 条

の規定により、土壌及び地下水の汚染に関する規制のあり方について、貴審

議会の意見を求めます。 

 

２ 地球温暖化対策計画書制度のあり方について 

本市では、市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例（平成 15

年名古屋市条例第 15 号）に基づき、平成 16 年 4 月に地球温暖化対策計画書

制度を施行し、一定規模以上の事業所を対象に、事業活動における自主的な

地球温暖化対策の促進に努めてまいりました。 

制度施行から 6 年が経過し、エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭

和 54 年法律第 49 号）及び地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法

律第 117 号）の改正と低炭素都市 2050 なごや戦略の策定に伴い、制度の実効

性を高めるための見直しが求められています。 

そこで、名古屋市環境基本条例（平成 8 年名古屋市条例第 6 号）第 26 条

参考資料１ 
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の規定により、今後の地球温暖化対策計画書制度のあり方について、貴審議

会の意見を求めます。 

 

３ 環境影響評価制度のあり方について 

本市では、平成 11 年 6 月に名古屋市環境影響評価条例（平成 10 年名古屋

市条例第 40 号）を施行し、事業の実施に伴う環境影響についてあらかじめ調

査、予測等を行う制度の運用を通じ、事業者の適正な環境配慮の確保に努め

てまいりました。 

現在、国においては環境影響評価法（平成 9 年法律第 81 号）の改正が予定

されていること等この間の動向を踏まえるとともに、低炭素都市づくり、生

物多様性の保全、水の環復活など幅広い環境問題に対応するため、現行制度

を点検・評価し、見直しを行う必要が生じてまいりました。 

そこで、名古屋市環境基本条例（平成 8 年名古屋市条例第 6 号）第 26 条

の規定により、今後の環境影響評価制度のあり方について、貴審議会の意見

を求めます。 
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参考資料 2 環境影響評価部会委員名簿 

 

◎部会長、○部会長代理

氏 名 所 属 

内川 尚一 名古屋商工会議所理事・企画振興部長 

香坂 玲 名古屋市立大学大学院経済学研究科准教授 

河野 義信 社団法人中部経済連合会産業技術部長 

土屋 由紀 名古屋女子大学非常勤講師 

○豊島 明子 南山大学大学院法務研究科准教授 

鳥居 憲一 公募委員 

原田 彰好 愛知県弁護士会 

福井 清 公募委員 

◎吉久 光一 名城大学理工学部建築学科教授 

（五十音順、敬称略）平成 23 年 5 月 25 日現在 
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参考資料 3 部会の審議経過 

 

日程 審議内容 

第 1 回 

平成 23年 5 月 25 日（水）

・環境審議会への諮問内容について 

・法改正に伴う検討事項について 

・本市独自の検討事項について 

・今後の審議スケジュールについて 

第 2 回 

7 月 27 日（水）

・環境影響評価手続きにおける課題 

・法改正を踏まえた本市制度の見直し 

・より早い段階での環境配慮制度について(1) 

第 3 回 

8 月 25 日（木）
・より早い段階での環境配慮制度について(2) 

第 4 回 

10 月 18 日（火）

・工事の長期化・長期中断案件への対応 

・事業内容の変更の手続き 

・対象事業の種類と規模 

第 5 回 

10 月 27 日（木）

・環境影響評価の技術手法等 

・事業者による配慮書の周知方法について 

第 6 回 

12 月 20 日（火）

・法対象事業の事後調査手続に係る市条例の準用について 

・中間とりまとめ（環境影響評価制度のあり方について）（案） 

平成 24 年 

2 月 9 日（木）～ 

3 月 9日（金）

 中間とりまとめの公表及び市民意見の募集 

（パブリックコメント） 

第 7 回 

3 月 28 日（水） 

・中間とりまとめに対する市民意見の内容及び部会の考え方（案）

・部会報告（環境影響評価制度のあり方について）（案） 
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参考資料 4 中間とりまとめに対する市民意見の内容及び部会の考え方 

１ パブリックコメント実施結果 

実施期間 平成 24 年 2 月 9 日（木）～平成 24 年 3 月 9 日（金） 

提出状況 意見提出者数 17 名    意見数 63 件 

提出方法 電子メール：11 名 ファックス：3 名 郵送：2 名 持参：1 名 

 

２ 意見の内訳 

1 制度見直しに当たっての基本的考え方 

 (1) 名古屋市における環境影響評価制度                               0 件 

 (2) 基本的考え方                                                   0 件 

2 今後の環境影響評価制度のあり方 

 (1) より早い段階での環境配慮制度の導入 

  ア これまでの経緯、新たな制度導入の目的                          0 件 

  イ 制度の概要                                                   16 件 

 (2) 現行制度の検討課題への対応 

  ア 環境影響評価におけるコミュニケーションの充実 

  （ア）方法書段階の手続の強化                                    2 件 

（イ）情報提供（環境影響評価関係図書の周知）と市民参加の促進  12 件 

（ウ）分かりやすい図書の作成                                    0 件 

  イ 手続の見直し 

  （ア）工事の長期化・長期中断案件への対応                       5 件 

（イ）事業内容の変更の手続                                      2 件 

ウ 事後調査結果に関する審査会の役割                              1 件 

  エ 対象事業 

（ア）対象事業の種類と規模                                      7 件 

（イ）関連する事業の捉え方                                      2 件 

 (3) 環境影響評価の技術手法等 

  ア 環境影響評価の項目の体系化、今日的な環境問題への対応         3 件 

  イ リプレース事業の環境影響評価のあり方                          5 件 

 (4) 環境影響評価法及び愛知県環境影響評価条例との関係 

  ア 事前配慮に係る準用規定                                        0 件 

  イ 事後調査に係る準用規定                                        1 件 

  ウ 法及び県条例対象事業に係る市長の意見の形成                   0 件 

3 将来的な検討課題                                                   2 件 

 

その他の意見                                                         5 件 
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３ 市民意見の内容及び部会の考え方 

① 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方 （１） より早い段階での環境配慮制度の導入 イ 制度の

概要」（本文 3 頁）に対する意見と考え方  

 意見の内容 

1 

（1）より早い段階での環境配慮制度の導入 p2～ 

 「改正法で導入された配慮書の手続きに準じた制度を市条例の対象事業についても導入するべ

きである。」p3 については、賛成である。現在までの市をはじめとする全国的な戦略的環境アセスメ

ントへの取組からみても、法の対象外の市条例対象事業についても当てはめることが当然の流れで

あり、特に、事業計画の立案の段階で、複数案を対象に比較評価をする点で重要となる。 

2 

計画段階環境配慮書（以下「配慮書」という。）手続きの民間事業への導入について  

環境負荷や環境影響の少ない事業計画策定のため、配慮書手続きを加えることは基本的に賛成

ですが、いくつか配慮すべき点があるのではないでしょうか。 

 例えば、大規模建築物建設等の民間事業では、用地取得の側面から事業の実施位置を含めた代

替案の検討は困難であると思います。（同じ敷地内での建物配置や形状の複数案程度なら可能で

すが…）（港湾計画で定められている埋立計画なども同様です。） 

 また、現行制度においても、高さ 98ｍなど、アセス手続きが適用されないように恣意的に計画されて

いる案件も多いのが実情で、今後、配慮書手続きが加わり、手続きに必要な期間が長期化すれば、

このような建築計画を助長することにもなりかねません。実際に民間事業者がいわゆる「アセス逃れ」

をする原因は、アセスに必要なコストよりも、経済情勢判断に基づき意志決定した計画をすぐに着手

できないというのが主因のように聞いています。 

 したがって、法アセス対象となっているものを除く民間事業については、例えば「今後の環境影響評

価制度の在り方について〔答申〕」（川崎市環境影響評価審議会、H23.12）にあるように、「配慮書」

手続きの対象外とするか、対象とする場合は、「アセス逃れ」を防止するために、例えば川崎市の現

行の環境影響評価制度の第 2 種行為や第 3 種行為のような比較的小規模な案件は短時間に手続

きを行うことが可能な制度（ミニアセス制度の導入）とした方が、より実効のある制度になると感じます。

3 

(1)制度の対象 

 環境影響評価の理念からすれば「対象事業全て」は理解できますが、民間事業に対しては特段の

配慮が必要です。公共事業と民間事業とでは計画段階における意志決定等のスピードが決定的に

異なります。すなわち、アセス手続きの更なる長期化は、民間事業を圧迫し深刻なダメージを与えま

す。対象事業に民間事業を入るからには、制度の内容や運用面において民間事業に十分配慮する

必要があると考えます。 

4 

配慮書についてですが、「検討可能な複数案」の意味が良く分かりません。事業者が現実的に検

討可能と言う意味でしょうか。どのような実現不可能な案でも「検討」は可能だと受け取れますので、

「①他の都市のように事業者が採用可能な案、ということを明確にしていてはいかがでしょうか。」 

 また、このような現実的にどういった複数案を想定しているのかが不明確なまま、条例改正に向かう

のはいかがかと思います。民間では、事業の敷地や設計条件は限られております。そういった面への

配慮が中間とりまとめ案には足りないと思います。 

 特に条件が限られている事業において、複数案を作成するのは困難であります。そういった場合に

対し、「ゼロ・オプションとの比較」が例示されているのだとは思いますが、大抵の開発は環境面からの

み評価すればマイナスになるものであり、事業上は環境面以外の理由で事業を決める要素が強いの

ではないかと思います。それらに対する受け皿のない制度であることに非常に違和感を感じておりま

す。 
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部会の考え方 

 ご意見のように、事業の実施段階の環境影響評価の限界を補い、事業の早期段階における環境配慮

を可能とするため、改正法で導入された配慮書の手続に準じた制度を市条例の対象事業についても導

入する必要があると考えます。 

 

 

配慮書の手続については、環境配慮を確保する仕組みは、環境影響評価制度の対象とする事業の

種類・規模に関わらず必要であることから、対象事業全てとすることが適当と考えます。 

 また、市条例の配慮書は、個々の事業の特性等に応じた柔軟な制度とすることが望ましいと考えていま

す。複数案の設定については、ゼロ・オプション、事業実施想定区域、施設の配置・規模・形状・施工等

の様々な要素のうち、事業者において環境の保全の観点から検討可能な要素に関して行うことが適切と

考えます。 
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 意見の内容 

5 

(2)配慮書に記載すべき内容  

「調査・予測は、原則として既存資料をもとに実施」することに異論はありませんが、既存資料のみ

で予測評価に必要な情報をそろえられるかは疑問です。そのため、「必要に応じ現地調査を実施」

するはずが、情報不足から現地調査が当たり前のようになり、その結果、アセスの長期化やコスト増

に繋がることを危惧しています。 

 それを防ぐためには、配慮書段階における予測の精度を明文化する必要があります。計画の早期

段階において、既存資料のみで現実的に予測可能な手法や求める精度等を技術指針も含めて具

体的に記述することが重要であると考えます。 

6 

環境評価的に不利になる場合でも、建物の老朽化による安全性の欠如・管理等の経済的な課題

などで、やるかやらないか、という選択をして事業実施を決める場合に、環境面のみからの評価でゼ

ロオプションとの比較をしていては、「②環境面では 2 番手の案になっても、事業を実施できるのでし

ょうか。その場合の制度上のよりどころを明示してください。そうでなければ、環境アセス的にＮＧだか

ら事業反対に追い風が吹いて事業が実行できなかった場合、安全性・経済性に対して制度作成者

であるアセス所管部署が責任を取る制度にすべきです。」 

 そして、そのような安全性・経済性を無視することは、昨年からの防災面での市民意識の向上や長

引く景気の低迷感に対応していない制度ではないでしょうか。社会状況を無視しては、制度が形骸

化するのではないでしょうか。「③より現実的な制度にするためにも、別の総合的な評価視点も組込

むべき」だと思います。 

 そういう総合的な視点が無ければでなければ、1 案に絞った理由を事業者として説明できず、配慮

書での評価項目からは単一案を作成できない、という状況になります。「④事業案を選択した理由を

明確に説明出来、制度上で選択理由を完結できる制度にしてください」。 

 お役所では、環境部署は環境面からの仕事を行うものかもしれませんが、世間はそうではありませ

ん。「⑤世の中は総合的に動くものだと言う広い視野をもって、アセスを見た人が総合的に判断でき

る配慮書を作成することが可能な制度にしてください。」。 

7 

配慮書手続について、環境省が定める環境影響評価法基本的事項の改正案では 配慮書は複

数案を原則設定とあり、複数案設定できない場合は理由を付して許容する方向と伺っている。市条

例においてもこの考え方を取り入れることを検討されてはどうか。 

8 

「配慮書の手続き…市長が告示・縦覧…意見を市長に提出できる…市長から事業者にその写し

を送付する」p4 についても賛成である。特に、法では縦覧と意見書受付を事業者が行い、意見の概

要だけを市長に送付するため、意見が黙殺されることへの不信感が強く、現在のように、まず市長が

責任を持って意見を受け付ける制度を残すことは重要である。 

9 

「配慮書の手続き…事業者も配慮書の内容を周知すべきである。…適切な方法による周知、説明

会を行うことが望ましい。」p4 とあるのは不十分である。この内容は改正法第三条の七「第一種事業

を実施しようとする者は、…配慮書の案又は配慮書について関係する行政機関及び一般の環境の

保全の見地からの意見を求めるように努めなければならない。」と同じ内容であるが、事業計画の立

案の段階で作成する配慮書という性格になじまない。この段階でこそ、事業の意義・必要性やその

理由を丁寧に説明するため、説明会の開催を義務づけるべきである。現に改正法では次の段階の

方法書では説明会義務づけを追加しているほどであり、説明会の重要性は誰もが認めるものとなっ

ている。 

10 
 配慮書の周知について、「周知、説明会を行うことが望ましい」とあるが、これは義務にすべきと考え

る。 
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部会の考え方 

 配慮書段階における予測の精度は、事業者において環境の保全の観点から検討可能な要素の複数

案を対象に比較評価できる程度と考えます。 

 

 

 

 

 

 

 環境影響評価制度は、環境面での評価をするものであり、社会状況を踏まえた総合的な評価は、環境

影響評価とは別のプロセスで検討される必要があると考えます。 

 なお、事業計画を策定する際には、環境面の影響についての評価のほか、事業の必要性、経済性、社

会性等も含めて総合的に判断されることとなりますが、その過程において、事業者は配慮書に対する市

民意見や配慮意見書に記載された意見を踏まえて、事業計画を概ね特定し、方法書を作成する必要が

あると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 配慮書は、事業計画を概ね特定するにあたって、あらかじめ市民や市長の意見を聴き、環境面でよりよ

い計画にしていく制度です。個別の事業計画を固める前の段階の手続であるため、何らかの複数案は出

し得ると考えます。 

 ご意見のように、市の現行制度の特徴を活かし、市民への周知、意見の受付など環境影響評価に係る

情報公開と市民参加について、引き続き市長が主体的に行う制度とする必要があると考えます。 

 

 配慮書制度は、計画段階として複数案を提示するなど、事業計画が概ね固まっている方法書段階以

降と位置付けが異なっており、事業者は、事務所等における図書の閲覧の他、事業の種類や計画の検

討段階に応じて、説明会、シンポジウムの開催、説明ブースの設置等の中から適切な方法により周知を

行うことが望ましいため、周知の一方式である説明会のみを一様に義務付けることは望ましくないものと考

えます。 
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 意見の内容 

11 

P４（ウ）配慮書の手続き 

配慮書の手続きを方法書等の手続きと同様にすることに賛成である。ただし「中間とりまとめ」は

「配慮書の周知、説明会を行うことが望ましい」としていて消極的である。周知、説明会は方法書同

様に「義務付ける」べきである。 

12 

中間とりまとめ 4 ページに「配慮書の手続き」について、方法書と同様（アセス条例第 13 条第 2 項）

に、市長は事業者に対して配慮書に対する市民意見に対する見解や必要な資料の提出を求めるこ

とができるようにすべきではないでしょうか。 

13 

「配慮書…都市計画…都市計画決定権者が…手続きを行うことができる…配慮書の手続きの実

施者等について、別途検討することが適当である。」p5 については、意味不明である。都市計画決

定するほど重要な事業については、当然その立案段階から都市計画決定権者である知事等が責任

を持っているはずであり、配慮書の手続きとしての作成、説明会を含む意見聴取を自らが実施すべ

きである。まさか、公平であるはずの都市計画決定が一部財界や大企業の希望で決められていて、

その事前準備は都市計画決定権者は知らないということではないと信じたいが…。 

14 

複数案をアセスで提示するとなると、他者と調整して単一案として合意を得てから複数案を公にす

るということは困難と思われ、複数案を提示した後に近隣者・出資者等の関係者と調整し単一案を

決定する流れになるのではないかと考えます。その場合、複数案を提示してから単一案に絞るまで

長い調整期間を要する可能性が考えられます。近隣・関係者に説明し、長期間を経て単一案を作

成した途端にアセスがやり直しになっては、調整もやり直しになり手続きが間延びするのではないかと

危惧しております。「⑥複数案提示から単一案作成までに時間を要した場合でも、配慮書段階の手

続きはやり直しにならないことを明示してください」。 

15 

配慮書手続が行われることにより、環境省が定めるスクリーニング手続を設け、配慮意見書の段階

でアセスの要否を判断する手順を導入する検討をされてはどうか。配慮書の内容、事業の特性によ

っては省くことが妥当な場合も考えられる。 

 

 

16 

配慮書手続が追加され、環境影響評価全体の期間が長くなることは避けられない。配慮意見書

は方法書の手続と同様に、配慮書告示後 90 日以内に事業者に送付とあるが、極力、事業者負担

の軽減をはかるため、方法書手続も含め日数を短縮し、全体の期間を短縮する方向で検討すべき

ではないか。 

 
② 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (2) 現行制度の検討課題への対応 ア 環境影響評価

におけるコミュニケーションの充実  (ア) 方法書段階の手続の強化」（本文 6 頁）に対する意見と考

え方 

 意見の内容 

17 

(2)現行制度の検討課題への対応 p6～ 

「改正法と同様に、方法書要約書の作成、方法書説明会の開催を義務づけるべきである。」p6 に

ついては賛成である。今までのように、次の段階の準備書で説明会を開催しても、既に調査、予測、

評価が終わっており、事業者が後戻りできる余地はほとんど残されていない。事業内容、調査項目、

調査地点、調査方法・期間、予測方法、評価方法などを示す方法書でも意見書は提出できる仕組

みになっているが、特に地元を中心とする説明会がないため、その事業が計画されていることさえ知

らない人が出てくる。これを解決するためにも方法書説明会の開催を義務づけるべきである。 

18 
現行制度の検討課題への対応について 

 方法書要約書の作成、方法書説明会は義務化にすべき。 
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部会の考え方 

（前頁から続く） 
 
 
 
 ご意見を踏まえ、2(1)イ（エ）「審査会の役割、配慮意見書の送付」に、「事業者に対し、配慮書に対する

市民意見についての見解または必要な資料の提出を求めることが望ましい。さらに、」と追記しました。 

 

 ご意見を踏まえ、2(1)イ（カ）「その他」で、「配慮書についても、当該都市計画に係る都市計画決定権者

が、事業者に代わるものとして手続を行うことができること等について検討することが必要である。」と修正

しました。 

 

 

 

 原則として、時間の経過を理由として手続の再実施を行う必要はないものと考えます。 

 なお、新しい制度が施行された後に、その運用状況等を踏まえ、必要に応じて制度を見直していくこと

が必要であると考えます。 

 

 

 

 

 方法書以降の手続を行う対象事業の種類と規模については、他法令や社会情勢の状況、市域での実

施の可能性などの背景を考慮して決められており、これらの事業については、現行通り、市民、市長等の

意見を聴きながら環境影響評価の手続を行う必要があると考えます。  

 配慮書の手続についても、環境配慮を確保する仕組みは、環境影響評価制度の対象とする事業の種

類・規模に関わらず必要であるから、対象事業全てとすることが適当であると考えます。 

 配慮書手続を導入することにより、手続期間は長くなります。配慮意見書の送付期限については、方法

意見書に準じた期間として 90 日以内が適当であると考えます。 

 

 

 
 
 
 

部会の考え方 
ご意見のように、市条例においても、改正法と同様に方法書要約書の作成、方法書説明会の開催を

義務付ける必要があると考えます。 
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③ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (2) 現行制度の検討課題への対応 ア 環境影響評価

におけるコミュニケーションの充実  (イ) 情報提供（環境影響評価関係図書の周知）と市民参加の

促進」（本文 6 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 

19 

図書の電子縦覧が義務化された場合の事業者による「閲覧」の必要性について 

 最近のアセス手続きにおいて、閲覧制度を利用する人は多くないのが実情ですので、事業者の

HP による電子縦覧（ダウンロード可能な）を行う場合は、閲覧を不要にするなど事業者の負担軽減

措置が必要ではないかと感じます。 

20 

閲覧会場数について 

 現条例では、事業者が行う閲覧は、「事業者の事務所及び事業者が利用できる施設」の 2 箇所で

行うことになっています。大規模建築物（ビル）の建設事業の場合、民間事業の多くは、この事業者

が入っている建物の建て替え事業であるため、閲覧会場は、この建物内にある事務所と、同じ建物

内もしくは直近の建物での 2 箇所という事例が数多くみられます。非常に近い場所でも 2 箇所閲覧

会場を設けることは、その分、環境影響評価関係図書を用意する必要があり、これは、事業者への

負担もさることながら、大量に印刷される紙の無駄遣いにも感じます。このような場合は、閲覧会場の

設置数は 1 箇所にしてもいいと思います。 

21 
 周知方法では、電子縦覧の整備は是非ともお願いしたいが、一方で図書での縦覧の機会を十二

分に保障した体制も整えて欲しい。市民の情報へのフリーアクセスを最大限保障すべきである。 

22 

P６（イ）a 有効な周知方法・縦覧方法 

 環境影響評価関係図書についての電子縦覧を制度化することには賛成である。 

同時にウェッブサイトにアクセスできない市民に対しては、必要に応じてプリントアウトして提供するな

どの配慮をすべきである。 

 縦覧場所で、膨大な関係図書に目を通すことは不可能である。図書の貸し出しをぜひ実施してほ

しい。また、縦覧が終了した図書は「廃棄」していると聞くが、事後評価時などに参照したいことが多

い。縦覧済み図書を希望する市民に譲渡してほしい。 

23 

意見の主旨は、「評価書及び事後調査結果報告書の WEB 上でのアーカイブ化について」です。 

 中間とりまとめでは、事後調査の検証の充実が検討されています。そのことは是非、実施頂きたい

と思います。 

 事後調査の検証や事後調査結果の公表は、今後のアセスの流れとして充実していくかもしれませ

ん。その際に私が懸念するのは、事後調査結果が一時的な行政情報として扱われ、すぐに閲覧でき

なくなることです。 

 自然環境に関する影響予測は、予測手法が「類似事例の引用」になる例が多くあります。類似事

例として最も適したものは、過去の同様の事業におけるアセス調査です。過去のアセスの事後調査

から得られた情報（事業実施の結果、環境影響はどうであったか）は、将来のアセスにおいて極めて

有益な情報になり、これを蓄積していくことは、アセスの（予測）精度をどんどん高めていくことになりま

す。これまでの全国のアセスを見ても、同様な影響予測を、その都度試行錯誤しており、根拠の弱い

「予測」を何度も繰り返すという無駄な流れが定着しているように思えます。 

 事後調査結果という情報を有効に活用するためには、事後調査結果報告書と、そのもととなった評

価書がいつでも誰でも閲覧できることが重要です。名古屋市のアセス条例改正に当たり、ぜひ、評価

書と事後調査結果報告書（及び審査会での検証結果）の、ウェブへの恒常的な掲載をご検討くださ

い。 

 なお、三重県では既に、過年度のアセス事後調査報告書が常にウェブから閲覧できる状態である

ことを参考までに付記しておきます。 
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部会の考え方 
事業者の環境影響評価関係図書の内容の周知について、市民と事業者の情報交流を円滑にするた

め、事業者の事務所及び事業者が利用ができる施設における環境影響評価関係図書の閲覧は必要と

考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 インターネット等を利用しない市民にも配慮し、今後は、自宅等で落ち着いて読むことができるように図

書を積極的に貸し出すなど、市民ニーズにあった効率的かつ効果的な縦覧を実施する必要があると考え

ます。 

 縦覧後の図書の譲渡については、事業者の協力が必要なため、その可能性については、慎重に検討

していく必要があると考えます。 

 

 

 

 

ご意見を踏まえ、2(2)ア（イ）a「有効な周知方法・縦覧方法」で、「また、対象事業の環境影響評価の手

続終了後も、一定期間、市公式ウェブサイトにおいて図書の電子データを掲載することが望ましい。」と追

記しました。 
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 意見の内容 

24 

「a 有効な周知方法・縦覧方法…市条例においても電子縦覧を制度化する…図書を積極的に

貸し出すなど、市民のニーズにあった効率的かつ効果的な縦覧を実施すべきである。」p6 について

は従来からも要請してきたことであり賛成である。但し、意見の提出期間についてもこの部分で再検

討すべきである。市条例では 800 ページを超えるものもあったとのことであるが、全国的に見れば、普

天間代替施設（辺野古飛行場）環境影響評価準備書は 5,400 ページ、評価書は 7,000 頁と桁違い

であった。中央新幹線（東京都・名古屋市間）は環境影響評価方法書段階で 264 頁もあり、次の準

備書では名古屋市長意見や愛知県知事意見に従うまでもなく、路線の位置及び地下トンネル部の

深さ、ターミナル駅、立坑その他関連施設の位置、規模、構造、施工等位置、変電所・換気施設

等、工事中の立坑・土砂処分場等の関連施設についても追加され、膨大な準備書となる可能性が

ある。こうした膨大な準備書等（例えば 500 頁以上）については意見の提出期間を延期する特例（市

条例第 19 条の 45 日を 90 日に延長するなど）を設けるべきである。 

25 

「市条例の施行後…方法書及び準備書…市民意見の提出件数は、0 件～16 件であり、近年減

少傾向にあることが課題となっている。…現行の郵送または持参による方法に加えて、電子メール、

FAX、ウェブ入力フォーム等による意見提出方法の検討が必要である。」p6,7 とあるが、提出方法

については、検討するのではなく、そのように改善すると明記すべきである。 

26 
意見の提出についても、郵送・持参では意見表明権を保障しておらず、メールや FAX も含め多様

なスタイルを認めるべき。 

27 
図書の縦覧件数は減少傾向にあるので PR をすれば人の数は増えると考えられ、説明会を充実さ

せれば市民の意識改革につながるのでしっかり取り組んでもらいたいと思う。 

28 

 また、意見書提出件数の減少傾向の原因を提出方法に限定するのはおかしい。「a 有効な周知

方法・縦覧方法」にも原因があるはずであるし、方法書の説明会さえないことも原因である。根本的

には、意見を提出しても、事業者が意見を軽々しく扱うことが度重なったからである。特に事業目的・

必要性についてその傾向が大きい。 

例えば、①意見の概要として取り上げずに抹殺し、そのため事業者の見解も示さない。 

②意見は紹介するが、羅列又はまとめてしまって、見解は教科書的な短文だけ。 

③意見は紹介し、その通りにすると見解を示すが、都合のいい一部だけしか解決しない。 

④意見は紹介するが、事業者の見解は的はずれに法律文、国の見解だけを示す。 

⑤方法書への意見の見解が不十分なため準備書で再指摘しても同じ見解しかない。等がある。これ

らの点について、意見の概要をまとめ、見解が示された段階で、審査会議の事務局が力量を発揮し

て事業者を指導することを追加すべきである。 

 参考までに、中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価方法書 2011.10で、配慮書に対する意見抹殺、

見解も示さない例を①～⑦、都合のいい一部だけしか解決しない例を⑧に示す。 

①「大動脈の二重系化…災害リスクへの備え」…道路のように物流を受け持つ訳でもないので、災害リスクへの備え

になるようなものではない。 

②「地域振興に寄与する。」…地域がますます過疎化し寂れていくという事実が今までの日本の歴史である。 

③「東海道新幹線の輸送形態の転換と沿線都市群の再発展」…沿線地域の振興に反する事態が既に東海道新

幹線で起きていることを白状しているだけ。並行する在来線機能を縮小してきた結果である。 

④「都市集積圏域が形成され…国際競争力を大きく向上させる」…巨大な都市集積圏域が国際競争力を大きく向

上させるという理論展開は理解できない。 

⑤「世界をリードする先進的な鉄道技術の確立及び他の産業への波及効果」…確実に他の産業への波及効果が

あるとは断言できていない。 
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部会の考え方 

 ご意見のように、今後は、電子縦覧を制度化するとともに、現在の縦覧場所を見直すことや、自宅等で

落ち着いて読むことができるように図書を積極的に貸し出すなど、市民ニーズにあった効率的かつ効果

的な縦覧を実施する必要があると考えます。 

 また、有効な周知方法の導入、市民のニーズにあった縦覧、意見の提出方法の改善、わかりやすい図

書の作成など、様々な側面から、環境影響評価におけるコミュニケーションの充実を図ることにより、市民

意見が出しやすい制度となると考えます。 

 

 

 

 

 

 電子メール、FAX、ウェブ入力フォーム等による意見提出方法について、今後、市において検討を進

め、意見提出がより容易になるように改善する必要があると考えます。 

 

 

 

 

縦覧者数や意見の提出件数の減少については、様々な要因が関係していると思われます。今後は、

方法書説明会の義務化、有効な周知方法・縦覧方法の導入、わかりやすい図書の作成など、様々な側

面から環境影響評価におけるコミュニケーションを充実させる方向に制度を変える必要があると考えま

す。 
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 意見の内容 

 (前頁から続く) 

⑥路線選定の考え方として「活断層は回避する、」と原則を示しているが、糸魚川静岡構造線、中央構造線と日本

で有数の断層があり、「周辺は破砕され脆弱である」。トンネルを掘削するとなれば、大量の湧水、崩落・変形など不

測の事態も予想される。こうした点から、中央新幹線そのものの計画廃止も含めて慎重に検討すべきである。 

⑦トンネルやシールド工事などは、地下水脈の破断、遮断などを引き起こし、自然公園等の植物枯死など生態系へ

も影響を及ぼすことが常であるため、十分な事前調査が必要であることを明記すべきである。 

⑧名古屋市環境局長からの意見「市条例に基づく事前配慮事項」への事業者見解で「第５章「対象事業に係る計

画段階配慮事項」に追記しました。」とあるが、以下のように多くに漏れがある。 

建設作業時の配慮、①「地形・地質・地盤・地下水・水環境（地形等の改変による影響の防止」②「環境汚染（工

場跡地等における土壌汚染物質等による環境汚染の防止）③「廃棄物（建設廃棄物の減量化及び再資源化の推

進）④「廃棄物（建設残土の搬出・処分等に伴う影響の防止）⑤「地球環境（地球環境問題に対する取り組みの推

進） 

施設の存在・供用時の配慮、①「日照阻害・（日照阻害及び電波障害等の防止）②「地域分断（地域のコミュニティ

の分断防止）、③「安全性（危険物からの安全性の確保）、④「自動車交通（公共交通機関の利用促進）、⑤「自動

車交通（低公害な車の普及促進）、⑥「水資源（水資源の保全及び活用）、⑦「地球環境（自然エネルギー及び未

利用エネルギーの活用） 

29 

 この「中間とりまとめ」の基本的な考え方の中に、「市民の関心の低下が懸念される」との記載がある

が、関心の低下ではなく、「意見を述べても反映されない」という期待はずれの思いではないだろう

か。よって今回の見直しが、目的を体現する見直しになって欲しい。 

30 

全体として、現行の環境影響評価制度をより良くする方向の見直しと評価します。しかし、市民や

環境運動に関わった者から見ると、まだ不十分な点があります。その点に絞って以下、意見を記しま

す。 

P1（2）基本的考え方 

 「中間とりまとめ」は「環境影響評価制度に対する市民の関心の低下が懸念される」と記している。

しかし、制度への関心が低下しているのではなく、市民は、環境影響評価のそれぞれの段階で意見

を出しても反映された実感がないから「やる気」を失っているのである。制度の見直しでは、実際の事

業に市民の意見が反映される仕組みと運用にこそ焦点を当てるべきである。 

 
④ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (2) 現行制度の検討課題への対応 イ 手続の見直し  

(ア) 工事の長期化・長期中断案件への対応」（本文 8 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 

31 

事後調査手続きについて 

 事後調査は、アセスの実効性を担保するために重要であるため、工期が複数年に及ぶ場合、工事

の進捗状況把握も兼ねて、毎年報告することを義務づける制度としてはどうでしょうか。 

32 

事後調査について 

 事後調査について、工事中と存在・供用時に区分する必要があるかが疑問です。周辺の状況や

事業費などにより、工事期間中に工事工程が変わり、一部の施設が先行して供用されることは、これ

からも多々あると思います。また、現状では、工事中の事後調査計画書には、電波障害など存在・供

用時における調査内容も記載されています。これらのことから、事後調査計画書は、工事中と存在・

供用時を一つにまとめ、事後調査結果報告書は、期間毎もしくは実施調査毎に「第●回目」というよ

うにして提出し、その際、その後の調査時期が、前回提示した計画から変更される場合には、補正し

た時期を併せて事後調査結果報告書に記載するようにすれば、より事業の状況がわかるようになると

思います。 
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部会の考え方 

（前頁から続く） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

部会の考え方 
 工事が長期間に及ぶ場合に、事業者が事後調査結果を定期的に報告する規定を設けることが必要と

考えています。報告の時期については、工事期間が 5 年を超える場合は、工事着工後 3 年を超えない年

毎に 1 回を基本に、今後市において検討を進める必要があると考えます。 

 事業者が調査・予測・評価を行うにあたって、環境に影響を及ぼす行為・要因を対象事業の「工事中」

と「存在・供用時」を分けて行われていることから、事後調査も「工事中」と「存在・供用時」を分けて行う必

要があると考えます。 

 また、事後調査計画書には、具体的な調査時期を明記する必要があることから、一部供用の開始時に

存在・供用時の事後調査計画書を作成する必要があると考えます。 

 

 

 

 



 32

 
 意見の内容 
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「工事が長期間に及ぶ場合には、…事後調査を工事中と存在・供用時に区分し、施設の一部供

用を開始する際に存在・供用時の事後調査計画書を提出し、事後調査を開始する…一部供用が

長期間に及ぶ場合等に…調査を行いその結果を報告する規定を設けることが必要である。」p8 に

ついては賛成である。都市高速道路、環状 2 号線でこうした事例が見られ、時には当時の環境影響

評価で約束した環境保全目標さえ忘れられていることがある。こうしたことを解決し、予測が大幅に食

い違った場合の対応を早期に検討できるようにするため、事後調査を綿密に行うべきである。例え

ば、1987 年半地下式を高架に変更する不十分なアセスを実施したために事後調査で予測を上回る

騒音問題等が判明した。市条例に基づき 2002 年に市長は異例の「環境保全上の措置」を求め、名

古屋高速道路公社が「対策期間として概ね 5 カ年を目途」と回答したことで、誰もが忘れた頃の 2008

年に公社は「環境保全上の措置にかかる報告」を提出した。ところが、その内容は問題だらけであり、

夜間の騒音レベルが環境保全目標を上回っている地点は約束された低層遮音壁さえ設置せず高

架裏面吸音板もない。公社が約束した環境目標値の達成さえできていない NO2 については、2000

年のバックグラウンド濃度が近接測定局で 0.036ppm と予測の２倍以上であった。このため市長は

2009 年 2 月に「環境保全目標を達成するように、公社に対し『さらなる対策の実施』と『実施後の調

査』を行うよう求めてまいります。」と回答せざるを得なかった。 
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「対象事業に係る工事中及び存在・供用時の環境影響については、事後調査により把握される。

事後調査の手続きについては、工事中と完了後に分けて、それぞれ、事後調査計画書の作成、事

後調査の実施及び事後調査報告書の作成を義務づけている。」p8 とあるが、事後調査を行うべき

項目は環境影響評価を行った全てであると定めてあることを明記・再確認すべきである。市条例に基

づく環境影響評価技術指針 第 5 事後調査では「事後調査は、対象事業に係る工事中及び存在・

供用時において、対象事業の実施により環境影響評価の項目に係る環境要素に及ぼす影響の程

度について把握し、予測及び評価並びに環境保全措置の妥当性を検証することを目的として行

う。」とある。環境影響評価法での事後調査は「指針に関する基本的事項：予測の不確実性が大き

い場合、効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合」のみ必要性を検討する、とされて

いるため、法対象事業では道路騒音や排ガスの発生源量等の不確実性は無視して、予測方法が

確定しているため事後調査をしないという抵抗がこれからも続くであろう。 
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 事後調査の手続きについて、今回の考え方の見直しに賛同するが、事後調査が行われ報告はさ

れるが、それらが公表されるのかどうかがこの「中間とりまとめ」ではよく分からない。何らかの形で公表

されるべきと考える。 

 

 
⑤ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (2) 現行制度の検討課題への対応 イ 手続の見直し  

(イ) 事業内容の変更の手続」（本文 9 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 

36 

「事業内容の変更の手続き…変更の諸元や軽微な変更等の考え方を見直すべきである。…変更

届けの内容、判断結果について告示・縦覧する規定を設けることが必要である。」p9 は基本的に賛

成であるが、「届出の必要がない変更であっても、環境への影響が大きくなる可能性があり」などの内

容を具体的に記述し、変更届の対象を縮小することではないような表現に修正することが必要であ

る。 
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部会の考え方 

 ご意見のように、今後は、工事が長期間に及ぶ場合には、事業者が定期的に調査結果を報告する制

度を設けること、事後調査を工事中と存在・供用時に区分し、施設の一部供用を開始する際に存在・供

用時の事後調査計画書を提出し、事後調査を開始する仕組みにすること、さらに施設の一部供用が長

期間に及ぶ場合には必要と認められる時期にも調査を行いその結果を報告する規定を設けることが必要

と考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事後調査項目の選定の考え方は、技術指針において、「予測及び評価の結果に基づき、環境影響評

価の項目のうちから選定する。この場合、調査結果の解析に必要な範囲内で、気象や水象等の状況、施

設の稼働状況、環境保全措置の実施状況等について併せて調査を行う。」となっています。 

 法対象事業の事後調査については、市条例と同様に、事業による環境影響の程度を把握し、予測及

び評価並びに環境保全措置の妥当性を検証することを目的として事後調査を行う必要があると考えま

す。 

 

 

 

 

 

 

 ご意見を踏まえ、2(2)イ（ア）「工事の長期化・長期中断案件への対応」で、「なお、市長は、これらの報

告について速やかに公表することが必要である。」と追記しました。 

 

 

 
 
 

部会の考え方 
変更の届出を求める要件については、必要以上に煩雑にならないことを考慮しつつ、事業内容の変更

に係る環境影響を適切に把握できるようにするため、市条例施行細則に規定する変更の諸元や軽微な

変更等の考え方を見直す必要があると考えます。また、判断結果の通知期間を定めることや、再手続の

必要性に関わらず判断結果の通知を行う制度とすることで、手続がより明確になると考えます。 
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 意見の内容 

37 

(3)事業内容の変更の手続き 

 アセスの手続き期間中においては、事業計画の変更は大なり小なり当然のごとく行われます。「変

更の諸元や軽微な変更等の考え方を見直す」とありますが、アセスの変更手続きが煩雑にならない

ように、また迅速な手続きとなるような見直しを望みます。特に民間事業においては、事業実施まで

のスピードが求められるため、アセスの変更手続きが足かせにならないよう、「個々の事業特性等に

応じた柔軟な制度」にする必要があると考えます。 

 
⑥ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (2) 現行制度の検討課題への対応 ウ 事後調査に関

する審査会の役割」（本文 9 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 
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「事後調査結果に関する審査会の役割…事業者に追加措置を要請する場合に限り審査会に意

見を求める規定…それ以外の場合…審査会の場では報告されていない。…今後は事後調査結果

に関しても積極的に審査会を活用すべきである。」p8,p9 とあるのは賛成である。特に道路事業の場

合は、環境予測の根拠を明記することが困難であり、事業の必要性を過大に説明するための計画

交通量が示され、せいぜい規制速度を掲げるだけである。このため予測と実測は大きな誤差が生じ

る。高速 3 号線のアセスでは、平成 17 年の実測交通量（平面 4 車線）が 3 万なにがし、平成 38 年

の予測交通量が 6 万なにがし。そんなら平面街路を 8 車線にするだけで足りる。高架をつくるという

なら、平面 6 車線＋高架 4 車線（交通容量からいえば平面４車線の 4.5 倍）になって、しかも 6 万な

にがしを越えないようにする方法を明記せよと迫ったが、何も応えないままであった。こうしたことがな

いよう、本来は環境保全措置として予測条件の交通量、速度を担保する措置を明記すべきである

が、手続き法という性格のため事業者独自でできる環境保全措置が限られている現状では、せめ

て、事後調査結果で予測と実測の違い、調査結果により事業者が行った環境保全措置を、技術

的、専門的な見知から審査会で審議すべきである。このため、技術指針で事後調査項目について

「調査結果の解析に必要な範囲内で、気象や水象等の状況、施設の稼働状況、環境保全措置の

実施状況等について併せて調査を行う。」を「調査結果の解析に必要な予測諸条件、環境保全措

置の実施状況等について併せて調査を行う。」などと改正すべきである。 

 

 
⑦ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (2)  現行制度の検討課題への対応 エ 対象事業  

(ア) 対象事業の種類と規模」（本文 10 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 
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 今回の「中間とりまとめ」10 頁、「エ 対象事業 （ア）対象事業の種類と規模」の中に、「対象事業

の規模要件に満たない事業であっても、周辺の環境を悪化させるおそれはあるが、市域における社

会情勢の動向を踏まえ、当面、現行の対象事業の種類と規模要件で運用しつつ、今後必要に応じ

て見直しを行うことが望ましい」とあるのは不十分である。 

 最近の環境問題の主なものとして、住宅街での道路建設がある。戦後のどさくさに都市計画決定さ

れ、その後未着手で、住宅街が形成されてしまっている地域で、計画をごり押しする動きに地域住民

の反発が出ている。ところがこれらはほとんどが 2 車線であるため、市条例の環境影響評価対象外と

なり、建設当局は整備効果（交通円滑化、生活利便性、交通安全）の面だけしか説明せず、環境面

でどうなるかの配慮はない。このため、市条例第 2 条第 2 号の規則で定める対象事業、別表第 1 の

左欄「その他の道路」で「車線の数が 4 以上であり、かつ、長さが 1 キロメートル以上であるもの」を「車

線の数が 2 以上であり、かつ、長さが 500m 以上であるもの（都市計画決定後 20 年以上経過した道

路を含む）」に改正すべきである。 
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部会の考え方 

（前頁から続く） 
 
 
 
 
 
 
 
 

部会の考え方 
 ご意見のように、今後は、事後調査結果に関しても、積極的に審査会を活用する必要があると考えま

す。 

 また、技術指針において、事後調査結果報告書の作成にあたっては、事後調査結果を環境影響評価

の結果と比較検討し、環境影響評価の結果と異なる場合は、その原因を調査すること、その際必要に応

じて追加調査を行うことが規定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

部会の考え方 
対象事業の種類と規模については、市域における社会情勢の動向を踏まえ、当面、現行の対象事業

の種類と規模で運用しつつ、今後、必要に応じて見直しを行うことが望ましいと考えます。また、時代ととも

に変化する望ましい地域のあり方を考慮した適切な制度となるよう、今後も情報の収集に努め、更に検討

を進めることも必要であると考えます。 

 なお、市条例の道路の建設に係る対象事業の規模要件は、市条例施行細則別表第 1 に定められてい

るとおり、「その他の道路」の新設の事業は「車線の数が 4 以上であり、かつ、長さが 1 キロメートル以上で

あるもの」として、法や愛知県環境影響評価条例より厳しく設定しており、他の政令指定都市と比べても、

比較的小規模な事業まで対象としています。 
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 意見の内容 
 （前頁から続く） 

 現在、天白区内の八事天白渓線の問題が起きている。昭和 32 年 9 月の都市計画決定後、今まで

未整備だった 16m 幅員、990m 延長の計画強行がもくろまれている。しかし、簡略に道路騒音の推定

を行うと、建設当局の説明する 3,000 台/日なら、道路際では昼間に約 65dB となり、「道路に面する

地域の環境基準」（A 地域で 2 車線以上に面する地域 昼間 60dB 以下、夜間 55dB 以下）を超えて

しまう。 

 通常の環境影響評価対象事業は 4 車線以上のため、ほとんどが、道路に面する地域の環境基準

を更にゆるめた「幹線交通を担う道路に近接する空間の特例」（昼間 70dB 以下、夜間 65dB 以下）

が適用されるため、環境基準に適合、問題なしと評価されている。しかし、八事天白渓線地域の用

途地域はほとんど 1 種低層、一部 2 種中高層の住宅街の A 地域であり、「道路に面する地域の環境

基準」の「A 地域で 2 車線以上に面する地域」（昼間 60dB 以下、夜間 65dB 以下）の環境基準が適

用され、上記のように、道路騒音が環境基準に適合しないことが確実である。この点を明らかにする

ため、正式に環境影響評価を行い、計画の廃止・変更、代替措置、環境保全措置などを検討できる

ようにすべきである。 

 こうした面での不都合は、2003 年に提起された千種区の池内猪高線（日泰寺～高見小学校）昭和

21 年 7 月都市計画決定・高架 2 車線道路の道路工事差止訴訟でも現れている。市条例の環境影

響評価対象が 4 車線かつ 1km 以上になっていたため、原告は高架 2 車線に両側の側道で合計 4

車線であり、事業区間は、750m だが、都市計画路線そのものは 4,560m だから、対象とすべきと訴え

たがしりぞけられた。訴訟に踏み切る前に、アセス実施を要請したが、4 車線以上でないからとして、

正式アセスは断られたが、運動に押され、名古屋市は、それに近いものを実施し、結果を 400 頁にの

ぼる文書をまとめ住民に提供した。 

 昭和区の高田町線は 2006 年及び 2010 年市議会でも問題にされ、30m 幅、4 車線、延長 1,870m

（瑞穂区部分も加えると 3,580m）、昭和 21 年 6 月都市計画決定の計画を 16～20m 幅、2 車線に計

画変更すると地元への説明があるが、密集した住宅街（1 種住居、2 種中高）のため、遅々として進ん

でいない。これも正式に環境影響評価を行い、今まで説明されてきた交通面に環境面の問題を加え

て地域住民が検討できるようにすべきである。 

 また、昭和 32 年都市計画決定の弥富相生山線（相生山貫通道路）は、関係住民が環境影響評

価実施を要望したが、2 車線であり、かつ、約 900 メートルしかなく 1 キロメートル未満だとして、要望

が受け入れられなかった。 
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「対象事業の種類と規模…当面、現行の対象事業の種類と規模要件で運用しつつ、今後必要に

応じて見直しを行うことが望ましい。」p10 とあるのは不十分である。最近の環境問題の主なものとし

て、住宅街での道路建設がある。戦後のどさくさに都市計画決定され、その後未着手で、住宅街が

形成されてしまっている地域で、計画をごり押しする動きに地域住民の反発が出ている。ところがこれ

らはほとんどが 2 車線であるため、市条例の環境影響評価対象外となり、建設当局は整備効果（交

通円滑化、生活利便性、交通安全）の面だけしか説明せず、環境面でどうなるかの配慮はない。こ

のため、市条例第 2 条第 2 号の規則で定める対象事業、別表第 1 の左欄「その他の道路」で「車線

の数が 4 以上であり、かつ、長さが 1 キロメートル以上であるもの」を「車線の数が 2 以上であり、かつ、

長さが 500 メートル以上であるもの（都市計画決定後 20 年以上経過した道路を含む）」に改正すべき

である。 

現在、天白区内の八事天白渓線の問題が起きている。昭和 32 年 9 月の都市計画決定後、今ま

で未整備だった 16m 幅員、990m 延長の計画強行がもくろまれている。しかし、簡略に道路騒音の推

定を行うと、建設当局の説明する 3,000 台/日なら、道路際では昼間に約 65dB となり、「道路に面す
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部会の考え方 

（前頁から続く） 
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 意見の内容 

 （前頁から続く） 
る地域の環境基準」（A 地域で 2 車線以上に面する地域 昼間 60dB 以下、夜間 55dB 以下）を約

5dB も超えてしまう。通常の環境影響評価対象道路は４車線以上のため、ほとんどが、道路に面する

地域の環境基準を更にゆるめた「幹線交通を担う道路に近接する空間の特例」（昼間 70dB 以下、

夜間 65dB 以下）が適用されるため、環境基準に適合、問題なしと評価されてしまっているが、この地

域の用途地域はほとんど 1 種低層、一部 2 種中高層の住宅街（A 地域）であり、A 地域の 2 車線道

路に適用されるのは「道路に面する地域の環境基準」であるため、道路騒音が環境基準に適合しな

いことが確実である。この点を明らかにするため、正式に環境影響評価を行い、計画の廃止・変更、

代替措置、環境保全措置などを検討できるようにすべきである。 

こうした面での不都合は、2003 年に提起された千種区の池内猪高線（日泰寺～高見小学校）昭

和 21 年 7 月都市計画決定・高架 2 車線道路の道路工事差止訴訟でも現れている。市条例の環境

影響評価対象が 4 車線かつ 1km 以上になっていたため、原告は高架 2 車線に両側の側道で合計

4 車線であり、事業区間は 750ｍだが都市計画路線そのものは 4,560ｍだから対象とすべきと訴えた

がしりぞけられた。訴訟に踏み切る前に、アセス実施を要請したが、4 車線以上でないからとして、正

式アセスは断られたが、運動に押され、名古屋市は、それに近いものを実施し、結果を 400 頁にのぼ

る文書をまとめ住民に提供した。 

昭和区の高田町線は 2006 年及び 2010 市議会でも問題にされ、30m 幅、4 車線、延長 1,870m

（瑞穂区部分も加えると 3,580m）、昭和 21 年 6 月都市計画決定の計画を 16～20m 幅、2 車線に計

画変更すると地元への説明があるが、密集した住宅街（1 種住居、2 種中高）のため、遅々として進ん

でいない。これも正式に環境影響評価を行い、今まで説明されてきた交通面に環境面の問題を加え

て地域住民が検討できるようにすべきである。 

また、弥富相生山線（相生山貫通道路）昭和 32 年都市計画決定は、関係住民が環境影響評価実

施を要望したが、2 車線であり、約 900 余メ－トルで 1 キロメ－トル未満だとして、要望が受け入れら

れなかった。  
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今回の「中間とりまとめ」10頁、「エ 対象事業（ア）対象事業の種類と規模」の中に、「対象事業の

規模要件に満たない事業であっても、周辺の環境を悪化させるおそれはあるが、市域における社会

情勢の動向を踏まえ、当面、現行の対象事業の種類と規模要件で運用しつつ、今後必要に応じて

見直しを行うことが望ましい」とあるのは不十分である。 

 最近の環境問題の主なものとして、住宅街での道路建設がある。戦後のどさくさに都市計画決定さ

れ、その後未着手で、住宅街が形成されてしまっている地域で、計画をごり押しする動きに地域住民

の反発が出ている。ところがこれらはほとんどが2車線であるため、市条例の環境影響評価対象外と

なり、建設当局は整備効果（交通円滑化、生活利便性、交通安全）の面だけしか説明せず、環境面

でどうなるのかの配慮はない。このため、市条例第2条第2号の規則で定める対象事業、別表第1の

左欄「その他の道路」で「車線の数が4以上であり、かつ、長さが1キロメートル以上であるもの」を「車

線の数が2以上であり、かつ、長さが500m以上であるもの」に改正すべきである。 

 現在、天白区内の都市計画道路八事天白渓線が造られると①自然が破壊される。②交通円滑化

にならない。③騒音、空気汚染が悪化し、環境が破壊される。として私達住民は計画を白紙に戻せ

と要求している。 

 この計画道は、昭和32年9月の都市計画決定後、今まで未整備だった16m幅員の計画ですが、簡

略に道路騒音の推定を行うと、建設当局の説明する3,000台/日なら、道路際では昼間に約65dBと

なり、「道路に面する地域の環境基準」（A地域で2車線以上に面する地域 昼間60dB以下、夜間

65dB以下）を超えてしまう。通常の環境影響評価対象道路は4車線以上のため、ほとんどが、道路に

 

 



 39

 
部会の考え方 

（前頁から続く） 
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 意見の内容 

 （前頁から続く） 
面する地域の環境基準を更にゆるめた「幹線交通を担う道路に近接する空間の特例」（昼間70dB以

下、夜間65dB以下）が適用されるため、環境基準に適合、問題なしと評価されてしまっているが、こ

の地域の用途地域はほとんど1種低層、一部2種中高層の住宅街（A地域）であるため、A地域の2車

線道路に適用されるのは「道路に面する地域の環境基準」であるため、道路騒音が環境基準に適

合しないことが確実である。 

 さらに道路が計画されている天白渓は渓谷なのでさらに騒音が増幅するとともに、空気汚染が健康

を蝕むことが予想される。この点を明らかにするため、正式に環境影響評価を行い、計画の廃止・変

更、代替措置、環境保全措置などを検討出来るようにすべきである。 

 こうした面での不都合は、既に2003年に千種区の池内猪高線（日泰寺～高見小学校）で高架2車

線道路の道路工事差止訴訟でも現れている。市条例の環境影響評価対象が4車線になっていたた

め原告は高架2車線に両側の側道で合計4車線だから対象とすべきと訴えたがしりぞけられた。 

 また、昭和区の高田町線は2006年市議会でも問題にされ、30m幅、4車線の計画を16～20m幅、2

車線に計画変更すると地元への説明があるが、密集した住宅街（1種住居、2種中高）のため、遅々

として進んでいない。 

 さらに、昭和区の山手植田線については、計画地にヒメボタルの自生地があり、計画がこのまま進

めば取り返しのつかない環境破壊が起きる可能性があります。 

 これらについても正式に環境影響評価を行い、今まで説明されてきた交通面に環境面の問題を加

えて地域住民が検討できるようにすべきである。 
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対象事業の種類の追加について 

 現在の対象事業に、駐車場の設置（1000 台以上＝大規模商業施設等）、ヘリポートの設置（ドクタ

ーヘリ拠点病院や飛行場外離着陸場等を対象）を加えてはどうでしょうか。 
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P10 エ対象事業（ア）対象事業の種類と規模 

 「市域には風力発電の適地がほとんどなく事業実施の可能性が低い」としているが、今後、自然再

生エネルギー開発が進み、都市部でも可能な風力発電設備の登場も考えられる。法同様に風力発

電所も対象事業に追加すべきである。 
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名古屋市の大規模建築物の建築に関する環境アセスメント要件は「高さ 100ｍ以上かつ延べ面

積:5 万平方メートル以上」となっていますが、他の大都市と比べて厳しすぎると思います。 

 例えば、東京では、「高さ 100m 超（階段室、昇降機塔等を含む）かつ延べ面積 10 万 m2 超（駐車

場面積を含む）＊＊特定の地域については、高さ 180m 超（同上）かつ延べ面積 15 万 m2 超（同上）

となっています。そのため、名古屋で必要な規模でも、東京ではコストのかかる環境アセスメントの対

象にならない場合があり、そのため採算性も改善されます。 その結果、より多くの資金を呼び込むこ

とができます。 

 また、環境アセスに対象にならないギリギリの規模で開発が計画されることもよくありますので、東京

は名古屋より大規模な開発が都市規模の差以上に多く、結果的に街により活気が出やすい面があ

ると思います。 

 名古屋は外部から資金を呼び込むため、また、街の活気を増すため、大規模建築物の建築に関

する環境アセスメント要件を緩和すべきだと思いますので、是非ともご検討ください。 
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部会の考え方 

（前頁から続く） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 対象事業の種類と規模については、市域における社会情勢の動向を踏まえ、当面、現行の対象事業

の種類で運用しつつ、今後、必要に応じて見直しを行うことが望ましいと考えます。また、時代とともに変

化する望ましい地域のあり方を考慮した適切な制度となるよう、今後も情報の収集に努め、更に検討を進

めることも必要と考えます。 
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 意見の内容 

45 

対象事業の種類と規模について 

 例えばビルに関してみると、現条例では、「高さ 100ｍ以上かつ延べ面積 5 万ｍ2 以上」について

は、環境影響評価手続きを行うことになっています。名古屋市内には、高さ 100ｍ以上のビルが約 20

棟ありますが、この半分以上は、延べ面積が 5 万ｍ2 未満のため、環境影響評価手続きが行われて

いない状況です。改正条例では、新たに配慮書の手続きが加わることになっており、これは、工事着

手までの期間の長期化や、環境影響評価費用のさらなる出費から、条例対象外になるような大規模

なビルがさらに増し、周辺環境の悪化が懸念されます。しかし、小さい規模のものまで大規模事業と

同様な手続きを行うことは、事業者への過度な負担になるとともに、再開発・整備の進行の妨げにも

なりかねません。これらのことから、条例対象となる規模要件は現行の一つとせず、例えば第一種事

業として現行の要件、第二種事業として第一種事業よりも幾分小さい要件と複数に分け、第二種事

業に該当するものは、手続きの短縮化などの制度を設けるようにしてはどうかと思います。 

 

 
⑧ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (2)  現行制度の検討課題への対応 エ 対象事業  

(イ) 関連する事業の捉え方」（本文 10 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 
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事業単体ではさして影響と思われないものが、関連する事業によって結果大規模となり、環境へ

の影響が大きくなることは想像に難くない。できるだけ関連づけての評価が必要である。 
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P10 エ対象事業（イ）関連する事業の捉え方 

 個々で見ると小さな影響であっても複数が関連することで無視できない大きな環境影響を与える事

例は少なくない。「関連事業・関連工事・付帯施設」、「相互に密接に関連する二以上の事業」を一

の事業として全体の環境影響を評価することは当然、必要である。「関連する」という定義以外に、時

期や地域が重なる二つ以上の事業については、これら複数事業を併せた全体による影響を評価す

るようにすべきである。 

 

 
⑨ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (3) 環境影響評価の技術手法等 ア 環境影響評価の

項目の体系化、今日的な環境問題への対応」（本文 10 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 

48 

昨年の東日本大震災に続く、福島第 1 原発の事故以来、セシウム等による放射能汚染が環境中

に拡散しています。そのため、廃棄物処分場、下水処理場、残土処理などの面で、今後数 10 年は

放射能汚染が懸念されます。アセスの評価項目に放射能を加えるべきではないでしょうか。 

 

 

49 

環境影響評価の技術手法等について 

 今日的な環境問題への対応として、生物の多様性の保全の視点が取り上げられているが、これま

でも希少生物の生息が確認されても事業が進むことが多い。実効性のあるものを望む。 
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部会の考え方 

 人口、産業が集積し市街化が進んだ地域や、自然豊かな地域など様々な地域を対象とした国や県の

制度とは異なること、また、市民や事業者にとって複雑でなくわかりやすい制度とすることが望ましいことか

ら、市条例では全ての対象事業で同一の手続を行うことが適当と考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

部会の考え方 
一の対象事業に含まれると解すべき不可分の関連事業・関連工事、付帯施設等の捉え方、また、相

互に密接に関連する二以上の事業を一の事業とみなすと対象事業に該当する場合の取扱い等につい

て、できるだけ関連付けて評価されるよう、考え方を明確にする必要があると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

部会の考え方 
 平成 23 年 3 月の未曾有の大震災により、原発の持つ大きなリスクが顕在化されましたが、現行の法でも

放射性物質汚染が対象とされていません。放射性物質汚染対処特措法附則では環境規制の体系を見

直すべきとされたことから、今後の環境規制体系の見直しなど国等の動向を踏まえ、必要に応じ制度を

見直していくことが必要であると考えます。 

 

 生物の多様性の保全等の視点を技術指針の中に盛り込むことを検討する必要があると考えます。 
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 意見の内容 

50 

市街地における高層建造物が近隣地域に及ぼすビル風害に係わる建築規制の市条例化の提言 

 近年、当該市街地では住民、事業の都市集中化に伴い高層建造物が急速に建設されている。い

っぽう高層建造物が引き起こすビル風害を抑制するための関連建築基準が制定されていないので

近隣地域、とくに隣接する低層住居地域の住民はビル風害に悩まされている状況が多発している。 

 一般市民の基本的人権保護のため、全国に先駆けて名古屋市がビル風害に係わる建築ガイドラ

インの市条例化に向けて関係部署がご尽力くださいますよう要請いたします。 

 そのためには、風害に係わる環境影響評価方法の確立が不可欠であることは従前から貴担当部

署に提言し続けています。ガイドラインの制定はもとより、風害技術専門家の育成、検査体制の整備

が急がれることにご異存はないものと考えます。 

 なお、現状で適用されている影響評価基準のひとつに村上基準があることは承知していますが、名

古屋市立大学付属病院新病棟（18 階、85m 高さ）の建造に際し実施された村上基準による環境影

響評価は、東側住居地域の現状風環境にそぐわないことを経験していますことを参考までに申し添

えます。 

 

 
⑩ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (3) 環境影響評価の技術手法等 イ リプレース事業の

環境影響評価のあり方」（本文 11 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 
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（３）環境影響評価の技術手法等  p10～ 

「リプレースにより環境負荷の低減が図られる事業については、環境影響評価項目の削減または

調査若しくは予測手法の簡略化により環境影響評価の期間の短縮が図られるよう、技術指針を見

直すべきである。」p11 とあるが、慎重に再検討すべきである。 

2011 年 3 月の中部電力西名古屋火力発電所の環境影響評価方法書では、主燃料を石油から天

然ガスに変更することで環境への負荷を少なくするというふれこみであり、この事例に該当しそうであ

るが、方法書を少し詳しくみるだけで、目的の「二酸化炭素排出量の削減…目指す」が、実は「発電

電力量当たりの二酸化炭素排出量を低減する」だけで総量は増える。項目選定で、建設機械稼働

の NOx、粉じん、騒音、振動、供用時の騒音、振動が「建設機械の稼働の影響が及ぶ範囲には民

家等が存在しない」から選定せず、動植物への影響を考慮していない（さすがに市長意見で「ラムサ

ール条約登録湿地（藤前干潟）に飛来する鳥類及び生息する水生生物等への影響について、工事

中及び供用時に影響が及ばないとする理由を明らかにすること。」と指摘された）。また、国の時代遅

れの「発電所に係る環境影響評価の手引き」に従い、工事中の温室効果ガスの予測・評価は行わな

い（さすがに市長意見で「撤去工事、新たな発電設備の建設工事及び燃料ガス導管に係る工事が

約 5 年にわたり行われる…相当量の温室効果ガス等の排出が見込まれる。…建設機械の稼働、建

設資材の使用、建設資材等の運搬及び廃棄物等の発生のそれぞれの側面から、温室効果ガス等

…対策を検討し、その内容を環境影響評価準備書に記載すること。」と指摘された）。こうしたことが

今後起きないよう、十分な歯止めをしておく必要がある。 

 

52  リプレース事業についての簡略化は安易にすべきではない。 

53 

P11 イ リプレース事業の環境影響評価のあり方 

「環境影響負荷の低減が図られる事業」についての環境影響評価手続きを合理化することには異

論はない。ただし、「リプレース＝環境影響評価手続き簡略化、短期化」とならないように、個々のリプ

レース事業が「環境影響負荷の低減が図られる事業」であるか否かの判断を誰がどこで行うか明確

にする必要がある。 
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部会の考え方 

環境影響評価における風害の予測評価の手法については、技術指針で定められていますが、技術指

針は最新の科学的知見に基づき検討を加えることが必要であり、国の動きや他自治体の指針等も参考

にし、見直していくことが必要であると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

部会の考え方 
温室効果ガスの排出量の削減が見込まれるなど、リプレースによって環境負荷の低減が図られる事業

に限り、環境影響評価の項目の削除、調査、予測手法の簡略化が図られる必要があると考えます。 

 ご意見を踏まえて、2(3)イ「リプレース事業の環境影響評価のあり方」で、「なお、技術指針において、事

業者が項目の削減または手法を簡略化することができるリプレース事業の定義、その簡略化等の基準を

明確にする必要がある。」と追記しました。 
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 意見の内容 

54 

リプレース事業と言っても環境負荷が低減する項目が事業により異なると考えられる。またリプレー

スが事業全体に渡る場合と事業の中心となる設備の更新に限られる場合では環境負荷の低減も異

なると考えられるので、リプレース事業の定義をアセス対象事業毎、リプレースの範囲等で明確にす

ると良い。 

55 

リプレース事業について、環境負荷を低減できることから積極的な活用をお願いしたい。そこで、

環境負荷が低減することが明確に示された場合等は環境影響評価項目を削減することを原則とし、

事業によっては配慮書で環境負荷の低減が明確に示された場合は方法書についても省略すること

が可能とするなど、環境負荷の低減に向けて積極的な運用を期待している。 

 
⑪ 「２ 今後の環境影響評価制度のあり方  (4) 環境影響評価法及び愛知県環境影響評価条例と

の関係 イ 事後調査に係る準用規定」（本文 12 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 
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（１） 環境影響評価法及び愛知県環境影響評価条例との関係 p11～ 

「事後調査における準用規定…改正法…環境保全措置に係る報告書の公表、許認可権者への

送付が義務づけられた。…市長が意見を述べることができる規定がない。…市域で行われる法対象

事業については、市条例の事後調査手続きを準用していくべきである。」p12 については賛成であ

る。市条例の事後調査は、項目や手続きが法の不備を補うものであり、今後ともその活用を図るべき

ものである。法第六十一条でも「この法律の規定は、地方公共団体が次に掲げる事項に関し条例で

必要な規定を定めることを妨げるものではない。」と明確にその根拠を示している。 

 
⑫ 「３ 将来的な検討課題」（本文 13 頁）に対する意見と考え方 

 意見の内容 

57 

「中間とりまとめ」の方向は現行制度をより良くしていく姿勢が感じられ、全体的には評価できると

思う。しかし、より改善点として希望する意見を記載したい。 

より早い段階での環境配慮制度の導入について 

 市条例でも配慮書の手続きを導入するべきという点では「中間とりまとめ」の意見に賛同だが、計画

検討段階から柔軟な対応を可能とするために「戦略的環境アセスメント」導入が早急に必要であると

思う。 

58 

P2 2 今後の環境影響評価制度のあり方（１）ア 

「中間とりまとめ」も「事業計画が概ね固まった段階で行う環境影響評価では、環境保全措置の採

用等についての柔軟な対応が困難な場合が見られる」と記している。実際は「場合が見られる」程度

ではなく、ほとんど「柔軟な対応」がされていない。事業計画の立案段階からの影響評価が必要であ

る。そのために戦略的環境アセスメント制度を市が早急に導入すべきである。 

 
⑬ その他の意見と考え方 

 意見の内容 

59 
現行制度の背景と課題において課題の解決方法にはさまざまな手法が考えられるが硬直した対

応ではなく柔軟な対応で課題を解決した方がよいと考えられる。 
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部会の考え方 

（前頁から続く） 
 
 
 

リプレース事業であっても、市民等の意見に配意して事業計画、環境保全措置を検討することが必要

であること、また、国の動向（火力発電所リプレースに係る環境影響評価手続合理化に関する技術的提

案 平成 23 年 3 月 環境省）等を考慮すると、方法書等の手続の省略については望ましくないと考えま

す。 

 
 
 

部会の考え方 
 ご意見のように、今後も、市域で行われる法対象事業については、市条例の事後調査手続を準用して

いく必要があると考えます。 

 

 

 

 

 

 
 

部会の考え方 
事業の実施段階の環境影響評価の限界を補い、事業の早期段階における環境配慮を可能とするた

め、計画の立案段階における配慮書の制度を導入する必要があると考えます。 

 政策決定や上位計画の策定段階における戦略的環境アセスメント制度については、国等の動向の情

報収集に努めるとともに、市における制度導入の可能性、その効果等についてさらに研究を進めることが

必要であると考えます。 

  

 

 

 
 
 
 

 
 

部会の考え方 
中間とりまとめは、学識経験者で構成される名古屋市環境審議会環境影響評価部会において検討し

たものです。市民のみなさまからいただいたご意見を踏まえ、部会報告を取りまとめました。 
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 意見の内容 

60 

最後に、「⑦パブコメへの見解書では、「今後検討します」といった曖昧な書き方ではなく、とりまと

めを行った部署として、事業を制限する制度を設計している責任をもって「そのくらいの課題は想定

内であり、対応はこう考えている」といった明確な対応策を示してください。」柔軟性のある制度、とい

う文言に甘えて事業者に負担・責任を丸投げする制度設計はしないください。国の法改正に追従す

るのが地方自治体の本分ではないはずです。名古屋は対象事業の条件を法より厳しくすることで、

進んだアセス制度を持っているという自負があるように感じられます。しかし、本当の進んだ制度と言

うのは対象事業の規模ではなく、現実的かどうか、形骸化せずに機能するかどうか、理解を得られる

制度かどうかだと思います。事業に対して制度設計を行うのであれば、事業の具体的なイメージをも

って条例等を作成してください。実際、今回のパブコメ担当に事業に携わった経験のある方はいらっ

しゃるのでしょうか。 

 

61 

審査会での意見、文面としての言葉使いとしては良いと思いますが、一市民として内容を読んで

みると超難解で、何をどうして行くのか全く伝わって来ません。もう少し一般市民に判り易い用語表現

はできないものかと、残念に思います。  

この「マトメ」や今後の活動の報告等を判り易くするのも環境（言葉・文章）影響評価制度の評価対

象にしてはどうでしょう。先ず平易な文章で一般市民に判り易く伝えることが市民参加形の原点では

ないでしょうか。 

 例えば「地球環境への配慮による快適（衣食住）生活の実現」に向け市民参加を呼び掛ける手法

が必要ではないでしょうか。 

 

62 

技術・専門分野に詳しい人の取組みも期待しております。 

 

 

 

 

 

63 

（追記別件） 

事業系可燃ゴミの内容について調査が必要と思われます。平成 23 年 4 月～のゴミ種別が変わって

から、ほとんどのゴミが可燃ゴミになっているのが環境に対して気になって仕方がありません。 
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部会の考え方 

（前頁から続く） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市民のみなさまに理解していただけるよう、本文の巻末に用語解説を掲載し、また、本文とは別に概要

版を作成しました。 

 なお、ご意見を踏まえ、附帯意見を「説明するとともに、制度の仕組み等を平易に記載したパンフレット

を作成するなど、」と修正しました。 

 

 

 

 

 

 市条例では、市長の附属機関として、学識経験者を委員とする審査会を設置することとし、審査会は、

市長の求めに応じて、環境影響評価等に関する技術的又は専門的事項について調査審議するととも

に、市長に意見を述べるものとされています。 

 今後は、市長が配慮意見書を作成するにあたっては必要に応じて審査会に意見を求めることや、事後

調査結果に関しても積極的に審査会を活用するなどの規定を設ける必要があると考えます。 

 

 ご意見については、諮問の対象外と考えます。いただいたご意見・ご提案については、市に伝えさせて

いただきます。 
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参考資料 5 環境影響評価制度の年表 

 

 国 市 

昭和 47 年 閣議了解（各種公共事業に係る環境保

全対策について） 

 

昭和 53 年  名古屋市公害対策審議会答申（名古屋

市における環境アセスメント制度の

あり方について） 

昭和 54 年  名古屋市環境影響評価指導要綱 施行

昭和 59 年 閣議決定（環境影響評価の実施につい

て） 

 

   

平成 5 年 環境基本法 公布・施行 

〔環境影響評価の推進を規定〕 

 

   

平成 8 年  名古屋市環境基本条例 公布･施行 

〔環境影響評価の推進を規定〕 

平成 9 年 中央環境審議会答申（今後の環境影響

評価制度の在り方について） 

環境影響評価法 公布 

 

平成 10 年  名古屋市環境審議会答申（名古屋市に

おける今後の環境影響評価制度のあ

り方について） 

名古屋市環境影響評価条例 公布 

平成 11 年 環境影響評価法 完全施行 名古屋市環境影響評価条例 施行 

   

平成 19 年 戦略的環境アセスメント導入ガイドラ

イン 通知 

 

平成 20 年 生物多様性基本法 公布・施行 

〔早期段階における環境配慮の充実を

規定〕 

 

   

平成 22 年 中央環境審議会答申（今後の環境影響

評価制度の在り方について） 

閣議決定（環境影響評価法の一部を改

正する法律案） 

 

平成 23 年 環境影響評価法の一部を改正する法律

公布 

名古屋市環境審議会諮問（環境影響評

価制度のあり方について） 
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参考資料 6 環境影響評価の実施件数 

 
 

（平成 23年版 名古屋市環境白書 抜粋） 

事業の種類 
名古屋市環境影 
響評価指導要綱 

（S54.4.1～H11.6.12） 

名古屋市環境 
影響評価条例 
（H11.6.12～） 

1 道路の建設 3 0 

2 鉄道又は軌道の建設 12 2 

3 発電所の建設 1 0 

4 工場又は事業場の建設 0 0 

5 下水道終末処理場の建設 1 1 

6 廃棄物処理施設の建設 5 1 

7 公有水面の埋立て 0(+1) 0 

8 住宅団地の建設 1 0 

9 大規模建築物の建築 16 7 

10 レクリエーション施設の建設 － 0 

11 工業団地の造成 0 0 

12 流通業務団地の造成 0 0 

13 土地区画整理事業 2 0 

14 開発行為に係る事業 1(+1) 0 

合計 42(+2) 11 
注  ( )内の数字は、2 つの事業種に重なるものを延べ件数として計上した。 

要綱と条例では、対象とする事業の種類の分類、規模要件が異なっているものがある。  
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参考資料 7 今後の制度の手続の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）  、  （太い矢印）は現行制度からの変更点を示した部分 

告示･縦覧 

告示･縦覧 

告示･縦覧 

告示･縦覧

告示 

告示･縦覧

告示･縦覧

告示･縦覧

告示･縦覧

告示･縦覧

告示･縦覧 

提出

送付

送付

提出

送付

提出

送付

送付

提出

提出

提出

送付

送付

提出

事 業 者 市 長 市 民 

方法書・ 要約書 の作成

審査会の意見 

環境の保全の見地 

からの意見の提出 

必要に応じて 

（縦覧期間 30 日） 

（地域限定なし） 

方法書の周知 

説明会の開催 

（受理） 

（提出期間 45 日） 

（受理） 

方法意見書の作成 （縦覧期間 15 日） 

（関係地域を設定） 準備書･要約書の作成 

準備書の周知 

説明会の開催 

（環境影響評価項目の選定） 

（環境影響評価の実施） 
（縦覧期間 30 日） 

（関係地域内で開催）

環境の保全の見地 

からの意見の提出 

（地域限定なし） 
（提出期間 45 日） 

（受理）

見解書の作成 （受理） （縦覧期間 15 日） 

（公聴会の日時･場所等）
（市民等） 

意見陳述の申出 

（申出期間 30 日） 

環境の保全の見地 

からの意見の陳述 

公聴会記録の作成 

審査書の作成 （縦覧期間 15 日） 

評価書の作成 （受理） 

（告示まで事業の実施を制限） 

公聴会の開催 

審査会の意見 

必要な資料の提出等 

（縦覧期間 15 日） 

（事後調査の実施） 

事後調査結果報告書の 

作成 

（環境保全措置の実施） 

（縦覧期間 15 日） 

工事の着手 

事後調査計画書の作成 

（受理） 

（受理） 

（受理） 

（縦覧期間 30 日） 

（縦覧期間 15 日） 

（提出期間 45 日） 

（地域限定なし） 

（受理）
環境の保全の見地 

からの意見の提出 

配慮書の作成 

配慮書の周知 

審査会の意見 

必要に応じて 

配慮意見書の作成 

計
画
段
階
配
慮 

環
境
影
響
評
価 

事
後
調
査

（事業計画の立案） 

（事業計画を概ね特定） 

（縦覧期間 30 日） 

環境影響の程度が著しいもの

となるおそれがあるとき 

審査会の意見 

環境保全措置の要請 

90

日

120

日

90

日
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参考資料 8 今後の事後調査の手続の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工 事 中 の 

事 後 調 査 

存 在 ・供 用 時 の 

事 後 調 査 

事後調査計画書 

事後調査結果報告書

※1 工事が長期間に及ぶ
場合、定期的に報告する

 

（事後調査の実施）

事後調査結果報告書

（※1） 

事後調査結果報告書

（※1） 

（事後調査の実施）

（事後調査の実施）

事後調査結果報告書

※2一部供用が長期間に及
ぶ場合、必要と認められ
る時期に実施する 

工
事
中 

一
部
供
用 

存
在
・
供
用
時 

工事着手

（事後調査の実施） 

（事後調査の実施） 

供用開始

工事完了

事後調査計画書 

事後調査結果報告書

（※2） 
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参考資料 9 法対象事業の手続について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 法の計画段階環境配慮書の手続を行わない事業者は条例の手続を実施する。 

※2 関係地域が市域内に限られる場合、市長は直接事業者に意見を述べる。 

※3 全ての事業者は法に基づく事後調査に加えて条例に基づく事後調査を実施する。 

 

（事業の実施）

方法書の作成 

住民の意見

市長の意見

説明会の開催 

準備書の作成 

住民の意見

市長の意見

説明会の開催 

評価書の作成 

評価書の補正 

（必要に応じて） 

環境の保全のための措置等に

係る報告書の作成 

環境影響評価審査会

環境影響評価審査会

公聴会の開催

知事の意見

事後調査計画書の作成 

事後調査結果報告書の作成 

知事の意見

計画段階環境配慮書 

の手続（法） 
計画段階環境配慮書 

の手続（条例） 
※1 

※2 

※2 

※3 
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参考資料 10 用語解説 

 

IT（インフォメーションテクノロジー）化 

IT とは、情報処理（コンピュータ処理）及び情報伝達（通信処理）に関する技術の総称で、コン

ピュータやコンピュータソフトウェアを使用して、情報の入出力、変換、保管、処理、転送、検索

などを扱うことをいう。これらの発展を IT化と称する。 

 
愛知ターゲット 

生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）で採択された、「2020 年までに生態系が強靭で基礎的

なサービスを提供できるよう、生物多様性の損失を止めるために、実効的かつ緊急の行動を起こす」

という趣旨で、2050 年までの中長期目標と 2020 年までの短期目標及び 20 の個別目標からなる生

物多様性保全の新戦略計画。 

 
ウェブ入力フォーム 

ホームページ上に書き込む欄を作成し、入力内容を送信できるようにしている画面やその仕組み。 
 

閲覧 

書物や書類などを調べたり読んだりすること。名古屋市の環境影響評価手続においては、市条例の

手続きに規定されている「縦覧」と、規定されていない「閲覧」を区別している。 
 
学識経験者 

専門領域の学問で評価を受け、豊富な経験と高い見識をもつと社会的に認められる人。 
 
環境影響評価 

事業の実施が環境に及ぼす影響について、あらかじめ、環境の構成要素に係る項目ごとに調査、予

測及び評価を行うとともに、これらを行う過程において当該事業に係る環境の保全のための措置を

検討し、この措置が講じられた場合における環境影響を総合的に評価することをいう。 
 
環境影響評価技術指針（技術指針） 

市条例に基づき、対象事業に係る環境影響評価及び事後調査が科学的知見に基づき適切に行われる

よう、名古屋市の区域における環境の特性等を考慮して、環境影響評価の項目並びに調査、予測及

び評価の手法、事後調査の項目及び手法その他環境影響評価及び事後調査に係る技術的な事項を標

準的に定めるもの。 
 
環境影響評価準備書（準備書） 

市条例では、事業者が、方法書に対する市長の意見を勘案するとともに、方法書に対する市民等の

環境保全上の意見に配意して、選定した環境影響評価の項目について、調査、予測、環境保全措置

の検討、評価及び事後調査計画の検討を行い、その結果等について、環境保全の見地から意見を求

めるための準備として作成し、市長に提出する図書のことをいう。 
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環境影響評価書（評価書） 

市条例では、事業者が、準備書に対する市長の意見を尊重するとともに、準備書に対する市民等の

環境保全上の意見及び公聴会における意見に配意して、準備書の記載事項の検討、補正を行い、事

業者自らが環境影響評価を実施した結果として作成し、市長に提出する図書のことをいう。 
 
環境影響評価方法書（方法書） 

市条例では、対象事業の内容が概ね特定されるとともに、環境への配慮を事業計画に反映させるこ

とが可能な時期に、事業者が、事業計画の策定、事業特性及び地域特性の整理、環境に影響を及ぼ

す行為・要因の抽出、影響を受ける環境要素の抽出、調査・予測・評価の手法の検討を行い、その

内容について環境保全の見地からの意見を求めるために作成し、市長に提出する図書のことをいう。 
 
環境負荷 

人の活動により環境に与える負担。 
 
環境保全措置 

市条例では、対象事業に係る環境影響評価の予測の結果、環境影響がないと判断される場合及び環

境影響の程度が極めて小さいと判断される場合以外の場合にあって、対象事業の実施により環境影

響評価の項目に係る環境要素に及ぶおそれのある影響について、事業者の実行可能な範囲内で、当

該影響をできる限り回避し、又は低減すること及び当該影響に係る環境要素に関して国又は名古屋

市等が実施する環境の保全に関する施策によって示されている基準又は目標の達成に努めること

を目的として講じられる措置のことをいう。 
 
環境要素 

名古屋市の技術指針では、環境影響評価の対象として 24 の要素に区分されている。具体的には、

大気質、騒音、振動、低周波音、悪臭、水質・底質、地下水、地形・地質、地盤、土壌、植物、動

物、生態系、景観、人と自然との触れ合いの活動の場、文化財、廃棄物等、温室効果ガス等、風害、

日照阻害、電波障害、地域分断、安全性、緑地等に区分される。 

 
関係地域 

対象事業を実施しようとする地域及び対象事業の実施により環境影響を受けるおそれのある地域。

市条例では、準備書の内容について周知を図る必要がある地域として、環境影響評価の結果にかん

がみ、市長と事業者が協議して決めている。 
 
行政手続の電子化 

インターネット等を利用して行政情報がやりとりされたり、自宅や会社のパソコンを利用して行政

への各種申請・届出ができたりすること。 
 
許認可権者 

対象事業の許認可等を行う者。 
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公告 

国または公共団体が、広告・掲示などの手段によって広く一般公衆に告知すること。名古屋市の環

境影響評価手続においては、市条例の手続きに規定されている「告示」と、規定されていない「公

告」を区別している。 
 

公聴会 

市条例では、事業者から見解書（事業者が、市民から受けた準備書に対する環境保全の見地からの

意見に対する見解を記載し市長に提出する文書）の提出を受けた市長が、見解書について環境保全

の見地から意見を聴くために開催する会のことをいう。市民は、申出を行い、公聴会において意見

の陳述をすることができる。 
 

告示 

公的な機関がある事項を広く一般に知らせること。名古屋市の環境影響評価手続においては、市条

例の手続きに規定されている「告示」と、規定されていない「公告」を区別している。 
 

市街地開発事業 

都市計画法に定める開発事業の総称で、市街地を開発または整備する事業。 
 
事後調査 

市条例では、事業者が、対象事業に係る工事中及び存在・供用時において、対象事業の実施により

環境影響評価の項目に係る環境要素に及ぼす影響の程度について把握し、予測及び評価並びに環境

保全措置の妥当性を検証するために行う調査のことをいう。 
 

事前配慮 

事業者が対象事業に係る計画を策定するに当たって、環境の保全の見地から環境影響評価の手続の

実施に先立ち、事前に配慮すること。 
 
縦覧 

環境影響評価に関する図書(方法書、準備書、評価書など)を、誰にでも見られるようにすること。

名古屋市の環境影響評価手続においては、市条例の手続きに規定されている「縦覧」と、規定され

ていない「閲覧」を区別している。 

 
準用 

ある事項に関する規定を、それと類似する事項について、必要な読み替えをしてあてはめること。 
 
上位計画 

個別の事業の計画・実施に枠組みを与えることとなる計画。 
 
 
 



 58

生物多様性 2050 なごや戦略 

「身近な自然の保全・再生」と「生活スタイルの転換」の観点から、2050 年のビジョンを示し、

生きものと共生する持続可能なまちづくりをめざす指針。名古屋市が平成 22 年 3 月に策定した。 

 
ゼロ・オプション 

代替案の検討の場面において、選択肢の一つとなる事業を実施しない案。 
 
戦略的環境アセスメント（SEA） 

個別の事業実施に先立つ「戦略的（Strategic）な意思決定段階」、すなわち、上位計画や政策を対

象とする環境アセスメント。 

 
第一種事業 

環境影響評価法では、道路、ダム、鉄道、飛行場、発電所等規模が大きくて環境に著しい影響を及

ぼすおそれがあり、国が実施しまたは許認可等を行う事業を対象として環境影響評価を行うことと

しているが、それを第一種事業と第二種事業とに分類し、一定規模以上のものを第一種事業として

いる。第一種事業については必ず環境影響評価を実施する。 
 
第二種事業 

環境影響評価法において、第一種事業に準ずる規模を有し、環境影響評価を行うか否かを個別に判

定することとされる事業。その規模に係る数値の第一種事業の規模に係る数値に対する比は 0.75

以上と定められている。 

 
第３次名古屋市環境基本計画 

名古屋市の環境面における総合的な計画。名古屋市がこれまでに策定した「水の環復活 2050 なご

や戦略」「低炭素都市 2050 なごや戦略」「生物多様性 2050 なごや戦略」を踏まえ、2050 年の環境

都市ビジョンを描き、その実現に向け、2020 年までの 10 年間を計画期間とする環境施策の方向性

と主な施策を示す。平成 23 年 12 月策定。 

 
低炭素都市 2050 なごや戦略 

温室効果ガス排出量の大幅な削減をめざした低炭素社会を実現するため、2050 年の望ましい将来

像を掲げ、施策の方向性と道筋などをまとめたもの。名古屋市が平成 21年 11月に策定した。 

 
電子縦覧 

図書の内容を電子情報としてインターネット等に公開して行う縦覧。 
 
都市計画 

都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関

する計画。 
 
 



 59

都市施設 

都市の骨格を形成し、機能的な都市活動や良好な都市環境を維持するための施設の総称。都市計画

法では、道路等の交通施設、公園等の公共空地、上下水道等の供給処理施設、河川等の水路、学枚

等の教育文化施設、病院等の医療福祉施設、火葬場等、団地などの住宅施設、官公庁施設、流通業

務団地等を都市施設と定めている。 
 
名古屋市環境影響評価条例施行細則（施行細則） 

名古屋市環境影響評価条例の施行に関し必要な事項を定めるもの。 
 
名古屋市環境影響評価審査会 

市長の求めに応じて、事前配慮、環境影響評価及び事後調査に関する技術的又は専門的事項につい

て調査審議するとともに、市長に意見を述べるために、市長の附属機関として、学識経験者をもっ

て設置されたもの。 
 
ヒートアイランド 

都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象のこと。ヒートアイランド現象は年間を通

じて生じているが、特に夏季の気温上昇が都市生活の快適性を低下させるとして問題となっている。 
 
水の環復活 2050 なごや戦略 

損なわれた水循環を復活することで、豊かな水の環（わ）がささえる「環境首都なごや」の実現を

めざして、2050年に向けた将来目標や取組をまとめたもの。名古屋市が平成21年 3月に策定した。 

 
メーリングリスト 

電子メールを使って、あらかじめ登録された複数の人に同時にメールを配信できる仕組み。特定の

話題に関心を持つグループなどで情報交換する場合に利用されることが多い。 
 

リプレース 

英語で表記すると「replace」であり、置き換わること、入れ替わることを指す。ここでは、環境

影響評価制度の対象事業における施設の建て替え・入れ替えを意味する。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【お問い合わせ先】 
名古屋市 環境局 地域環境対策部 地域環境対策課 
〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目 1 番 1 号 
TEL：052-972-2697 FAX：052-972-4155 
Email：a2697@kankyokyoku.city.nagoya.lg.jp 

 
 

この冊子は古紙パルプを含む再生紙を使用しています。 


